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※標語の意味 

４ 適切に対応している。課題の発見に積極的で今後さらに向上させるための意欲がある。 

３ ほぼ適切に対応しているが課題があり、改善方策への一層の取組みが期待される。 

２ 対応が十分でなく、やや不適切で課題が多い。課題の抽出と改善方策へ取組む必要がある。 

１ 全く対応をしておらず不適切。学校の方針から見直す必要がある。 
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１ 学校の理念、教育目標 
教 育 理 念 教 育 目 標 

 
本校の歴史は、昭和８年（１９３３年）に、学園創立者川並香順・孝子によ

って設立された聖徳家政学院にはじまり、日本文化の祖と仰がれる聖徳太子

の「和の精神」を建学の理念として掲げている。 
昭和１９年（１９４４年）４月に、東京都の認可を得て聖徳学園保姆養成

所となり、以後長きにわたり、人間性豊かな、教養を身につけた幼稚園教諭

ならびに保育士の養成に努めてきた。平成２年（１９９０年）に現在の校名

となり、時代の変化に対応しながら、社会の要請に応えるべく、実践力に富

む幼児教育者・保育者を輩出し続けている。 
平成７年（１９９５年）に、文部省より専門士（教員養成専門課程）の称号

付与が認められ、平成２８年（２０１６年）に、文部科学大臣より職業実践

専門課程の認定を受けている。質の高い教育を提供し続けることにより、高

等教育機関としての使命を果たし、地域・社会に貢献している。 
本校は、「和」の建学理念のもとに、教育方針・３つのポリシー等を定め、

子どもたちの“はじめてのせんせい”として実践力を生かして活躍できる教

育者の養成に力を入れると同時に、豊かな人間性と幅広い見識を有する自立

できる女性の育成を大切にしている。 
これまで、本校は１３，５００人を超える人材を社会に送り出しており、

卒業生は幼児教育・保育現場で本校の教育理念の具現化をはかりながら活躍

し、教育・保育界に大きな貢献を果たしている。その実績と社会的評価によ

り、教育内容が認定される珍しい事例として、「保育の聖徳」という商標登録

が実現している。 

 
本校の教育目標は、聖徳太子がとなえた「和」の建学理念に基づき、一般

教育および保育に関する女子教育を施し、幼稚園教員・保育士を養成すると

ともに、良き社会人の育成に努める、と学則第１条に明記している。 
本校は、教育効果ならびに学修成果を確実なものとするために、「和」の建

学理念に基づき、教育目標・教育方針・育成人材像を明確に表明しつつ、専

門士授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程編成・実施の方針（カリ

キュラム・ポリシー）、入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の

３つのポリシーを定めている。 
 とくに、「幼児教育に対する情熱及び責任感を身につけている」「専門職に

関する知識・技能及び表現力を身につけている」「多様な協働学習を通して、

豊かな人間性を身につけている」からなる、専門士授与の方針（ディプロマ・

ポリシー）は、学生が獲得すべき学修成果をあらわすものとして重視してい

る。入学希望者・高校関係者・幼稚園ならびに保育所関係者に広く周知する

とともに、教育課程の編成や学修成果の認定に反映させている。 
 学園創立８５年が経過した現在、設立時の教育理念・教育目標・育成人材

像は、いつの時代にあっても大切に堅持する一方、社会の急速な変化や時代

の要請に対しては柔軟な対応をとることにも努めている。職業実践専門課程

における学校評価委員会・教育課程編成委員会の意見をふまえ、教育目標の

実現と学修成果の社会的通用性に関する継続的な検証と改善により、質の高

い教育活動を力強く展開していく。 

 
最終更新日付 令和 ２年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



２ 
 

２ 本年度（平成３０年度）の重点目標と達成計画 
平成３０年度重点目標 達成計画・取組方法 

 
 SEITOKU  VISION2023 を基に５年後ビジョン２０２３（中期計画）、平

成３０年度事業計画を策定し、理事会報告を行っているが、重点目標は以下

のとおりである。 
 

 

平成３０年度事業計画に掲げている、左記の重点目標を達成していくため

の具体的施策は以下のとおりである。 

 

  

（１）学生等募集（定員充足率向上） 
１．安定した入学者確保ため、ステークホルダーから共感される「よりよい

関係性の構築」 
 

（１）認知され共感される学校とするために新入生アンケート実施や入試結

果などのから分析、対応策の実施、高等学校との連携強化に取組む。 

出願への動機づけに関わる魅力ある学生募集イベントの実施、本校HPの改

善、進学媒体での露出方法の変更、SNSなどの活用に取組む。 

 

（２）教育の質向上及び基盤整備 
１．職業人・社会人として必要な人間力の形成 
２．教育の質を高める教員教授力の可視化 
３．業務削減の可視化 
 

（２）学修シートを活用しての学生の学びの可視化の実施、自己評価に使用

するルーブリックを活用しての課題発見と意欲向上に取組む。 

授業アンケートを基に教員が分析した考察を委員会で分析・課題を抽出して

教員研修で共有し質の向上に取組む。 

FD方法の見直し、前後期終了時に成果報告会を開催することで授業改善と課

題を認識し質の向上に取組む。 

業務削減の検討、実施に取組む。 

（３）就職・進学の向上 
１．就職先評価の向上 
２．入学年度退学率削減 
３．就職サポート体制の強化 
 

（３）就職先・実習園評価の実施を実施しその分析、課題を抽出することで

質向上に取組む。 
退学要因の分析、個別ケアが必要な学生に対する全専任教員での学生支援な

どに取組む。 

就職理解を深めるために1年次から就職支援体制の説明や全専任教員での面

接指導などに取組む。 

（４）社会貢献・連携（聖徳の社会的価値の浸透と深化）、環境配慮 
１．在校生・卒業生から愛される学校への変化 
２．環境配慮 

（４）卒業生意識調査や在校生意識調査を活用して分析・対応策を実施、卒

業生へのフォローアップセミナーを実施することで離職防止、技量向上に取

組む。 
幼児教育者・保育者としての防災への意識向上に附属幼稚園との合同訓練な

どの実施や危機管理の意識向上に上級救命講習、SNS 対応、防犯教室などを

実施する。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 
本校は、「和」を建学の理念とし、すぐれた実践力を身につけた

幼児教育者・保育者の養成、豊かな人間性を有する自立できる女

性の育成を目的としている。 
教育理念・教育目的・育成人材像を明確に定め、教職員・学生

等で共有するとともに、学則・学校案内・ホームページ・学生便

覧等を通して、入学希望者・保護者・幼児教育ならびに保育関係

者に対しても広く周知することに努めている。 
教育理念・教育目的・育成人材像の実現に向け、専門士授与の

方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程編成・実施の方針（カリ

キュラム・ポリシー）、入学者受入れの方針（アドミッション・ポ

リシー）の３つのポリシーを定めている。本校が輩出した人材が、

教育理念等の具現化による社会貢献を果たしているか、検証し続

けていくことが課題である。また、幼児教育・保育現場との連携

を強化し、そのニーズや最新情報を的確に把握することで、養成

校としての教育に反映することも必要である。 
SEITOKU  VISION2023 に基づき５年後ビジョンと呼ばれる

中期計画と年度計画の達成を目標に、ＰＤＣＡサイクルを展開さ

せる学校運営に取組んでいる。計画の進捗状況を定期的に検証し、

時代や社会の変化にも対応できるよう、より高い成果を求めてい

くことが課題である。 

 
本校の教育活動に基づく学生の学修成果

が、建学の理念の具現化に結びついている

か、幼児教育・保育関係者から積極的に意

見・要望・評価を求めることで検証を強化す

る。 
幼児教育・保育現場の人材ニーズ、幼児教

育・保育現場の最新の動向と課題を的確に

把握することで、即戦力として活躍できる

幼児教育者・保育者を養成する本校の教育

活動と学生の学修成果に反映させる。 
本校の教育理念・育成人材像等の実現に

向けて、特色ある教育活動として取組んで

いる聖徳教育について、オリエンテーショ

ンの有効性を高めることで、さらに学生の

主体性と目標達成意識の向上をはかる。 
５年後ビジョンに掲げた中期構想・目標

を確実に実現する方策として、短期的な運

営目標である年度計画の具体的施策を位置

づけ、ＰＤＣＡサイクルの有効性と実効性

を高める。 

 
本校は、建学の理念を明確に定め、毎年、

創立記念日に教職員が一同に会して再確認

を行うほか、保護者会・学校行事・学生募集

行事等のあらゆる機会を通じて、学生・保護

者等への浸透度を定期的に確認している。 
教育理念・教育目的・育成人材像を実現す

るために、専門士授与の方針（ディプロマ・

ポリシー）、教育課程編成・実施の方針（カ

リキュラム・ポリシー）、入学者受入れの方

針（アドミッション・ポリシー）からなる３

つのポリシーを定めている。 
本校を設置する学校法人は、SEITOKU  

VISION2023 に基づき中長期計画の５年後

ビジョン・年度計画策定とＰＤＣＡサイク

ルを展開させた学校運営に取組んでいる。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 
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1-1 （1/3） 

１－１ 理念・目的・育成人材像                                                        

 
小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 

 
１－１－１ 
理念・目的・育成

人材像は、定めら

れているか 

 

■理念に沿った目的・育成人材像

になっているか 

 

■理念等は文書化するなど明確に

定めているか 

 

■理念等において専門分野の特性

は明確になっているか 

 

■理念等に応じた課程（学科）を

設置しているか 

 

■理念等を実現するための具体的

な目標・計画・方法を定めている

か 

 

■理念等を学生・保護者・関連業

界等に周知しているか 

 

■理念等の浸透度を確認している

か 

 
■理念等を社会の要請に的確に対

応させるため、適宜見直しを行って

いるか 
 

 
４ 

 
 本校は、「和」の建学理念

を具現化し、すぐれた実践

力を身につけた幼児教育

者・保育者を養成するとと

もに、豊かな人間性を有す

る自立できる女性を育成し

ている。 
このことは、学則で明確

に定めると同時に、学校案

内・入試要項・ホームペー

ジ・学生便覧等を通じて、

教職員・学生・保護者はも

とより、幼児教育・保育関

係者に広く周知され、共有

化がはかられている。 
学校行事・創立記念日・

保護者会・学生募集行事・

実習懇談会など、あらゆる

機会をとらえて、教育理念

の浸透度を定期的に確認し

ている。 
 

 
 教育理念・教育目的・育

成人材像の実現をめざす本

校の教育活動が、学生の学

修成果獲得を通して、「和」

の建学理念の具現化に有効

に結びついているか、教育・

保育現場に輩出した卒業生

の社会的評価などの観点か

らも、検証を強化すること

が必要である。 

 
 実習時の幼稚園・保育所・

施設訪問に加え、実習懇談

会や職業実践専門課程に関

する学校評価委員会・教育

課程編成委員会など、ここ

数年新たに設けられた機会

をさらに積極的に活用し、

幼児教育・保育関係者から

意見と要望等を広く求める

ことで、検証を強化する。 

 
学則 
 
学校案内 
 
入試要項 
 
ホーム 
 ページ 
 
学生便覧 
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  1-1 （2/3） 
小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 

 
１－１－２ 
育成人材像は専

門分野に関連す

る業界等の人材

ニーズに適合し

ているか 

 

■課程（学科）毎に、関連業界等

が求める知識・技術・技能・人間

性等人材要件を明確にしているか 

 

■教育課程・授業計画（シラバ

ス）等の策定において、関連業界

等からの協力を得ているか 

 

■専任・兼任（非常勤）にかかわ

らず、教員採用において、関連業

界等から協力を得ているか 

 

■学内外にかかわらず、実習の実

施にあたって、関連業界等からの

協力を得ているか 

 

□教材等の開発において、関連業

界等からの協力を得ているか 

 

 
４ 

 
本校は、教育理念・教育

目的・育成人材像を実現す

るために、専門士授与の方

針（ディプロマ・ポリシー）

を定めている。 
教育課程編成委員会を組

織し、教育・保育現場と連

携しながら、教育課程の検

証を行っている。 
 専任教員にとどまらず、

兼任教員も実務家教員を有

効に配置している。 
実習懇談会等を通じ、教

育・保育現場との活発な意

見交換をはかり、実習の実

効性を高めている。 

 
幼児教育・保育現場が求

める人材の養成、即戦力と

して活躍できる人材の輩出

に向けて、幼児教育・保育

に関する最新情報と課題を

把握し、本校の教育へ反映

することが必要である。 

 
 幼児教育・保育現場の人

材ニーズを的確に把握する

ことで、本校の教育活動と

学生の学修成果に着実に反

映させる取組を継続する。 

 
学校案内 
 
学生便覧 
 
教育課程 
授業計画 
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1-1 （3/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
１－１－３ 
理念等の達成に

向け特色ある教

育活動に取組ん

でいるか 
 

 
■理念等の達成に向け、特色ある教

育活動に取組んでいるか 
 
■特色ある職業実践教育に取組ん

でいるか 

 
４ 

 
豊かな人間性を有する

幼児教育者・保育者を育成

するため、聖徳教育をカリ

キュラムに取入れ、人間教

育を重視している。 
インターンシップ実習

を単位化し、職業意識と就

業意欲を高めている。 

 
 聖徳教育を必修科目化

している意義、インターン

シップ実習を単位化して

いる意義について、学生に

正確に理解させることで、

主体性と学習意欲をより

高めていくことが必要で

ある。 

 
 聖徳教育を構成する諸

行事、インターンシップ実

習などに関して、オリエン

テーションの有効性を高

め、学生の主体性と目標達

成意識のさらなる向上に

取組む。 
 

 
学校案内 
 
学生便覧 
 
教育課程 
授業計画 

 
１－１－４ 
社会のニーズ等

を踏まえた将来

構想を抱いてい

るか 

 
■中期的（３～５年程度）な視点で、

学校の将来構想を定めているか 
 
■学校の将来構想を教職員に周知

しているか 
 
■学校の将来構想を学生・保護者・

関連業界等に周知しているか 

 
４ 

 
 教職員全員で、５年後ビ

ジョンとして、学校運営の

中期構想を策定し、目標を

共有するとともに、立案・

実行・検証・改善のＰＤＣ

Ａに取組んでいる。 
 輩出する将来像は学生・

保護者はもとより、入学希

望者・幼児教育ならびに保

育関係者にも広く周知さ

れている。 

 
 ５年後ビジョンに掲げ

られた中期構想・目標の進

捗状況について、定期的な

検証を行い、確実に成果を

追求していくと同時に、中

期構想・目標そのものも、

時代や社会の急速な変化

に対応できるよう、適宜、

見直すことが必要である。 

 
 ５年後ビジョンに掲げ

た中期構想・目標を実現す

るための方策として、短期

的な運営目標である年度

計画の具体的施策を位置

づけ、ＰＤＣＡサイクルの

有効性を高める。 

 
学校案内 
 
学生便覧 
 
学校 

報告書 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 教育理念・教育目的・育成人材像を明確に定め、教職員・学生等で共有す

るとともに、広く周知することに努めている。教育理念等を実現するため、

すぐれた実践力をもつ幼児教育者・保育者の養成と、豊かな人間性を有する

女性の育成に取組んでいる。中期的な将来構想を５年後ビジョンとして策定

し、定期的な検証により、時代や社会の変化にも対応している。 
 

 
＊建学の理念を明確に定め、定期的に確認している。 
 
＊専門士授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者受入れの方針から 
 なる３つのポリシーを定め、教育目的・育成人材像を明確化している。 
 
＊SEITOKU  VISION2023 に基づき中長期計画としての５年後ビジョン・

年度計画を策定している。 
 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 



８ 
 

基準２ 学校運営 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 
理事会・評議員会で明確化された学校運営方針に基づき、事業

計画・中期計画・年度計画等を策定している。全教職員で共通理

解をはかりながら、各種委員会が目標達成に向けて精力的に取組

み、進捗状況の確認と成果の検証により、改善に努めている。個々

の具体的施策について、中期計画との関連性などから、全体を俯

瞰した自己点検・評価活動の強化が課題である。 
学校運営に必要な組織を整備するとともに、役割分担と組織目

標を明確にしている。よりよい学校運営を実現するために、組織

の枠を越えた教職協働の推進にも取組んでいる。 
学園全体においては理事会ならびに評議員会が、本校において

は教員会および各種委員会が意思決定を行い、最終確認としての

稟議決裁制度も整備されている。迅速な意思決定と事務処理の効

率化により一層努めることが求められる。 
教育理念等の実現に必要な教職員を確保し、配置するために、

人事制度・給与制度を整備し、明確かつ適切に運営されている。

教職員の意欲と資質の向上に、これらの制度が有効に結びつくよ

う、的確な個人目標の設定と適切な評価が必要である。 
学校運営における情報システム化がはかられ、学生情報の一元

管理・情報更新・有効活用に取組むとともに、個人情報保護とセ

キュリティー確保に万全を期している。 
 

 
学校運営方針の共有化、各種委員会活動

の活性化にとどまることなく、各種委員会

の垣根を越えた協働化を積極的に推進する

と同時に、自己点検・評価委員会の検証機能

をさらに向上させる。 
中期計画を実現させるための年度計画策

定・実行を強化すると同時に、社会の急速な

変化に対応できるよう、中期計画自体を定

期的に検証する。 
迅速な意思決定を実現すべく、意思決定

を行うための会議・委員会の適時な開催と、

事務処理の一層の効率化に力を入れる。 
学校運営において、事務室が果たすべき

役割に対する認識ならびに達成目標を事務

職員全員で共有しながら、チーム力を高め

る。 
教員・職員それぞれの人事考課制度に対

する正確な理解を深めるとともに、評価項

目・評価基準に合致した個人目標の設定と

適切な評価に今後も努める。 
 

 
学校運営方針に基づき策定された事業計

画・中期計画・年度計画ならびに成果と反省

をふまえた事業報告について、毎年度、理事

会・評議員会に報告がなされている。また、

学校運営の最終的な意思決定を明確化する

ために、稟議制度が採用されている。 
SEITOKU  VISION2023 に基づき５年

後ビジョン（中期計画）・年度計画を策定し、

精力的にＰＤＣＡサイクルを展開させる学

校運営に取組んでいる。 
専修学校をとりまく動向や本校が抱えて

いる課題について情報を共有し、改革に向

けた方向性を一致させる教職員研修会、業

務の質と提供サービスの質の向上をはかる

事務職員研修会を定期的に開催している。 
教員は振り返りシート、職員は実績レビ

ューシートにより、個人の業績を評価する

人事考課制度が導入されている。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 
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2-2 （1/1） 

２－２ 運営方針                                                               
 

小項目 チェック項目 評

定 
現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 

 
２－２－１ 
理念に沿った運

営方針を定めて

いるか 

 

■運営方針を文書化するなど明確

に定めているか 

 

■運営方針は理念等、目標、事業

計画を踏まえ定めているか 

 

■運営方針を教職員等に周知して

いるか 

 

■運営方針の組織内の浸透度を確

認しているか 

 

 
４ 

 
理事会・評議員会で明確

化された学校運営方針に

基づき、本校は年度ごとの

事業計画と事業報告を策

定している。 
 事業計画は、年度計画と

ともに、全教職員で共通理

解がはかられ、協働体制に

より確実な成果に結びつ

けるよう取組んでいる。 
教員会や各種委員会、教

職員研修会等の機会をと

らえ、定期的な学校運営方

針の確認とともに、目標共

有を強めている。 
 

 
 学校運営方針や年間事

業計画に対する、日々の具

体的施策の位置づけと求

められる成果について俯

瞰する視点も必要である。 
個々の取組が学校運営

全体にもたらす波及効果

を検証することが大切で

ある。 

 
 学校運営において、各種

委員会の垣根を越えた協

働化を積極的に推進する

とともに、自己点検・評価

委員会をさらに活性化す

ることで、検証機能を向上

させる。 

 
SEITOKU  
VISION2023 
 
事業計画 
 
事業報告 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 教育理念を実現する学校運営方針に基づき、各年度の事業計画が策定され

ており、定期的に共通理解をはかることで、目標達成に結びつけている。 

 
＊事業計画と事業報告が毎年度、理事会・評議員会に報告されている。 
 
＊学校運営方針と目標を全教職員が定期的に確認している。 
 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



１０ 
 

2-3 （1/1） 

２－３ 事業計画                                                               
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
２－３－１ 
理念等を達成す

るための事業計

画を定めている

か 

 
■中期計画（３～５ 年程度）を定め

ているか 
 
■単年度の事業計画を定めているか 
 

■事業計画に予算、事業目標等を明

示しているか 

 

■事業計画の執行体制、業務分担等

を明確にしているか 

 

■事業計画の執行・進捗管理状況及

び見直しの時期、内容を明確にして

いるか 

 
４ 

 
中期計画にあたる５年

後ビジョン、単年度計画に

あたる年度計画を策定し

ている。 
事業計画の執行、業務分

担は、各種委員会制度整備

により明確化し、精力的に

取組んでいる。 
事業計画の進捗状況管

理と見直しは、毎週の教員

会、半期毎に各種委員会で

行っている。 
 

 
単年度計画を基に新５

年後ビジョンを策定した。

新たに短期目標と中期目

標の関連性を蜜にして計

画執行に努めることが必

要である。 

 
 委員会主導で年度計画

策定・実行を強化していく

とともに、社会の急速な流

れに対応していくために、

中期計画自体の定期的な

検証を行う。 

 
５年後 
ビジョン 
 
年度計画 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 教育理念等の達成に向けて、５年後ビジョン（中期計画）と年度計画（単

年度計画）を策定し、各種委員会が目標達成に向けて精力的に取組むととも

に、進捗状況の確認と成果の検証により、改善に努めている。 
 

 
＊SEITOKU  VISION2023 に基づき５年後ビジョン・年度計画を策定して

いる。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



１１ 
 

2-4 （1/2） 

２－４ 運営組織                                                               
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
２－４－１ 
設置法人は組織

運営を適切に行

っているか 

 

■理事会、評議員会は寄附行為に

基づき適切に開催しているか 

 

■理事会等は必要な審議を行い、

適切に議事録を作成しているか 

 

■寄附行為は、必要に応じて適正

な手続きを経て改正しているか 

 
４ 

 
理事会・評議員会は寄附

行為に基づき適切に開催

するとともに、必要かつ適

正な審議を行い、議事録に

より明確な記録化をして

いる。 
寄附行為・学則等の変更

は、適切な手続きを経て、

改正を行っている。 
 

 
 特になし。 

 
 特になし。 

 
寄附行為 
 
理事会 
議事録 
 
評議員会 
議事録 
 

 
２－４－２ 
学校運営のため

の組織を整備し

ているか 

 
■学校運営に必要な事務及び教学

組織を整備しているか 
 
■現状の組織を体系化した組織規

程、組織図等を整備しているか 
 
■各部署の役割分担、組織目標等を

規程等で明確にしているか 
 
■会議、委員会等の決定権限、委員

構成等を規程等で明確にしている

か 
 

４  
学校法人東京聖徳学園

組織規程により、学校運営

に必要な事務組織ならび

に教学組織を整備してい

る。 
学校法人東京聖徳学園

組織規程・各種委員会規

程・学校法人東京聖徳学園

事務分掌規程等により、構

成員の職務遂行範囲と責

任が明確化されている。 

 
 各組織の役割・目標等の

明確化など、各種規程が整

備されているが、事業目標

達成に向けた学校運営の

ためには、組織の枠を越え

た戦略的な協働の推進が

必要である。 

 
 各種委員会の活性化、教

職員研修等の具体的施策

の有効性について、自己点

検・評価委員会が定期的に

検証しながら改善提言を

行うことで、よりよい学校

運営を実現する。 

 
組織規程 
 
各種委員 
会規程 
 
事務分掌 
規程 

  



１２ 
 

2-4 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
２－４－２ 
（続き） 

 
■会議、委員会等の議事録（記録）

は、開催毎に作成しているか 
 
■組織運営のための規則・規程等を

整備しているか 
 
■規則・規程等は、必要に応じて適

正な手続きを経て改正しているか 
 
■学校の組織運営に携わる事務職員

の意欲及び資質の向上への取組みを

行っているか 

  
各種規程を変更する事

由が生じた場合は、適正な

手続きを経て、適宜、改正

を行っている。 
教員会・各種委員会等の

議事録は開催ごとにすみ

やかに作成され、保管され

ている。 
事務職員の人事制度に

おいて、実績を評価に反映

することで、意欲の向上を

はかっている。 
本校は、定期的に事務職

員研修会を実施し、意欲・

資質向上と業務改善に取

組んでいる。 
 

 
 事務職員が主体的に意

欲と資質の向上に取組む

環境づくりと、それに向け

た個々人の意識改革をよ

り一層すすめることが必

要である。 

 
 学校運営にあたり、事務

室が果たすべき役割は何

か、事務室全体の達成目標

は何かというテーマと達

成感を全事務職員で共有

しながら、チーム力を高め

ることに継続的に取組む。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 本校を設置する学校法人東京聖徳学園は、学校運営に必要な組織を整備し、

役割分担や組織目標を明確にした運営を適切に行っている。よりよい学校運

営の実現に向けて、組織の枠を越えた教職協働の推進に取組んでいる。 
 

 
＊事務職員研修会を定期的に開催し、業務の質と提供サービスの向上に反映

させている。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



１３ 
 

2-5 （1/1） 

２－５ 人事・給与制度                                                            
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
２－５－１ 
人事・給与に関す

る制度を整備し

ているか 

 
■採用基準・採用手続きについて規

程等で明確化し、適切に運用してい

るか 
 
■適切な採用広報を行い、必要な人

材を確保しているか 
 
■給与支給等に関する基準・規程を

整備し、適切に運用しているか 
 
■昇任・昇給の基準を規程等で明確

化し、適切に運用しているか 
 
■人事考課制度を規程等で明確化

し、適切に運用しているか 
 

 
４ 

 
学校の運営方針に基づ

き、必要な人材を確保する

と同時に、積極的な研修と

啓発活動により育成をは

かっている。 
業績ならびに職務の貢

献度に基づく昇進・昇格制

度を整備し、全教職員に明

確に周知するとともに、適

切な運用がなされている。 

 
 人事・給与制度の整備と

ともに、教職員への明確な

周知と適切な運用がなさ

れていることは先進的で

あり、人事考課制度が教職

員の意欲と資質の向上に

結びつくよう、有効性を高

めていくことが必要であ

る。 

 
 教員は振り返りシート、

職員は実績レビューシー

トに基づいて、人事考課が

行われており、評価項目と

基準をふまえた個人目標

の設定ならびに適切な評

価の実施に引き続き努め

る。 

 
給与規程 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 人事制度・給与制度については整備されており、明確かつ適切に運用され

ている。現行の人事考課制度が、教職員の意欲と資質の向上により一層結び

つくよう、的確な個人目標の設定と適切な評価の実施をすすめている。 
 

 
＊教員は振り返りシート、職員は実績レビューシートにより、個人の業績を

評価する人事考課制度が整備されている。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

 
  



１４ 
 

2-6 （1/1） 

２－６ 意思決定システム                                                           
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
２－６－１ 
意思決定システ

ムを整備してい

るか 

 
■教務・財務等の事務処理において、

意思決定システムを整備しているか 
 
■意思決定システムにおいて、意思

決定の権限等を明確にしているか 
 
■意思決定システムは、規則・規程等

で明確にしているか 

 
４ 

 
学校法人全体では理事

会ならびに評議員会が、本

校では教員会および各種

委員会が意思決定を行う

というプロセスが制度化

されている。 
事務処理においては、各

階層の権限が明確化され

ており、学校法人全体にお

いては理事長が、学校にお

いては校長が、稟議決裁等

により最終的な意思決定

を行っている。 
 

 
 よりよい学校運営を行

うために、意思決定プロセ

スのさらなる迅速化を実

現していくことが必要で

ある。 

 
 迅速な意思決定を実現

していくために、意思決定

プロセスとなる会議・委員

会のタイムリーな開催と、

事務処理の効率化に引き

続き取組む。 

 
学校法人 
東京聖徳 
学園組織 
規程 
 
学園文書 
処理規程 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 学校法人全体、各教育機関、事務組織それぞれにおいて、意思決定システ

ムが整備され、意思決定の権限を明確に定めている。迅速な意思決定を実現

するために、会議・委員会の実効性を高めるとともに、事務処理の効率化を

はかっている。 
 

 
＊最終的な意思決定を明確にするために、稟議制度を活用している。 
 
 
 

 
最終更新日付 令和 ２年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



１５ 
 

2-7 （1/1） 

２－７ 情報システム                                                             
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
２－７－１ 
情報システム化

に取組み、業務の

効率化を図って

いるか 

 
■学生に関する情報管理システム、

業務処理に関するシステムを構築

しているか 
 
■これらシステムを活用し、タイム

リーな情報提供、意思決定が行われ

ているか 
 
■学生指導において、適切に（学生

情報管理）システムを活用している

か 
 
■データの更新等を適切に行い、最

新の情報を蓄積しているか 
 
■システムのメンテナンス及びセ

キュリティー管理を適切に行って

いるか 
 

 
４ 

 
入学から卒業まで、学籍

などの学生情報はデータ

化し、一元管理を行うとと

もに、最新情報に適宜更新

している。 
担任・副担任が把握した

学生情報、教員会等で共有

化された学生情報等は集

中管理され、教職員が学生

指導に活用できる体制を

整備している。 

 
事務系基幹システムの

入れ替え時期が到来して

おり、各業務処理を円滑に

実施していくために、シス

テムの計画的なメンテナ

ンス管理を行うことが必

要である。 

 
 事務系基幹システムの

入れ替え時期が到来して

いるが、計画的なメンテナ

ンスを行い、現状維持して

いく。 

 
個人情報 
保護基本 
規程 
 
個人情報 
取扱規程 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情など） 

 
 情報システム化がはかられ、学生情報の一元管理と情報更新を適切に行う

とともに、教職員がデータの有効活用に取組んでいる。個人情報保護とセキ

ュリティー確保に万全を期すとともに、システムのメンテナンスについても

計画的に取組んでいる。 
 

 
＊特記事項なし。 
 
 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



１６ 
 

基準３ 教育活動 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 
本校は、幼稚園教諭二種免許・保育士資格取得を卒業必修とし、

幼児教育者・保育者としての実践力の修得を目標とする教育課程

を編成している。 
教育理念等に基づき、教育目的等を実現するために、教育課程

編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を明確に定めてい

る。授業計画（シラバス）では、各授業科目の到達目標、専門士

授与の方針（ディプロマ・ポリシー）との関連を明確に示すとと

もに、カリキュラムマップで学修成果を可視化し、学習シートで

学習状況の把握を促している。学生の授業評価や外部からの意

見・評価を反映した継続的な改善に取組むことが必要である。 
授業内容・教育方法については、全授業科目において授業公開

と学生の授業評価を実施し、学生の主体的な学びを推進する教授

法の構築および共有に向けた教員研修やＦＤ活動のさらなる活

性化をめざす。成績評価・単位認定基準は、授業計画（シラバス）

等で学生に明示し、客観性と公平性の確保に努めている。 
幼稚園教諭・保育士を養成する高等教育機関として、専任教員・

兼任教員ともに、資格・要件・人間性の総合判断による人材確保

と配置を行っている。研修活動の活発化と研究活動の活性化をは

かることで、さらなる資質の向上に取組んでおり、教員の協働体

制の整備および強化を進めている。 

 
 幼稚園教育要領の改訂、保育所保育指針

の改定等を受け、本校の教育課程の再編成

を行い、カリキュラムマップや授業計画（シ

ラバス）にも反映させている。今後も教育課

程編成委員会等で得られた意見をふまえ、

教育課程の有効性の検証に継続的に取組

む。 
 カリキュラムマップや学習シートの活用

を継続し、活用の機会を一層増やすことに

より、教育目標達成に向けた学生の学習意

欲と主体性の向上を促進する。 
 学生の主体的な学びを推進するために、

教員研修やＦＤ活動を通じて各授業の課題

の明確化および改善に努め、その成果や有

効な教授法を教員間で共有する。また、中間

期および学期末に授業評価アンケートを実

施し学生の声を授業改善に反映させ、ルー

ブリックを適宜活用することにより学生に

自己評価を促している。 
教育理念の具現化と教育目標・育成人材

像の実現に向け、適切な教員の確保と配置

に引き続き取組むと同時に、計画的な研究

遂行と研修成果の着実な反映により、さら

なる資質の向上をはかる。 

 
幼稚園教諭二種免許および保育士資格取

得を卒業必修とする教育課程である。 
教育課程編成・実施の方針（カリキュラ

ム・ポリシー）を明確に文書化し、入学希望

者・在校生等への周知をはかっている。 
教育課程編成委員会を組織し、幼児教育・

保育関係者、有識者等から意見と評価を求

め、検証ならびに改善に取組んでいる。 
カリキュラムマップおよび学習シートの

活用により、学修成果の図示化と可視化、学

生による学習状況の把握と自己評価を実現

し、学修成果向上に力を入れている。 
全授業科目において、授業公開と学生の

授業評価を実施するとともに、教員研修規

程に基づく研修活動の活発化、研究紀要刊

行等による研究活動の活性化により、さら

に質の高い授業の実現をめざしている。 
各種委員会制度を整備し、学校運営の業

務分担と責任体制を明確化すると同時に、

全教員が出席する教員会や委員会間の連携

を円滑化する委員長会議を開催し、学校運

営方針の共有化をはかっている。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 渡部 恭子 

  



１７ 
 

3-8 （1/2） 

３－８ 目標の設定                                                              
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－８－１ 
理念等に沿った

教育課程の編成

方針、実施方針を

定めているか 

 
■教育課程の編成方針、実施方針を

文書化するなど明確に定めているか 
 
■職業教育に関する方針を定めてい

るか 

 
４ 

 
教育課程編成・実施の方

針（カリキュラム・ポリシ

ー）を明確に定め、学校案

内・入試要項・Web サイト・

授業計画（シラバス）等に

おいて文書化し、広く周知

している。 
幼児教育・保育現場の要

請をふまえ、豊かな人間性

と実践力を身につけ、現場

で活躍できる幼稚園教諭・

保育士を養成するという

方針を定めている。 

 
教育課程編成・実施の方

針に基づく教育活動によ

り、期待される学生の学修

成果が得られているか、定

期的に検証し得る仕組み

を充実化し、継続して精査

することが肝要である。 
学習シートを全学生に

配付し、表紙に３つのポリ

シーを図式化して掲載す

ることで、学生が本校の方

針を意識できるよう促し

ているが、今後さらなる活

用が必要となる。 
 

 
 本校における学修課程

を図示化・可視化したカリ

キュラムマップは、学生が

日常的に確認できるよう

授業計画（シラバス）の冒

頭に挿入されている。こう

したカリキュラムマップ

や学習シートは、非常勤講

師にも協力を呼びかけ、年

度初めの行事や授業にお

いて学生の活用を促し、学

修への意欲と主体性を高

めることを目指している。 

 
学校案内 
 
学生便覧 
 
授業計画 
 
学習 
シート 

 
３－８－２ 
学科毎の修業年

限に応じた教育

到達レベルを明

確にしているか 
 

 
■学科毎に目標とする教育到達レベ

ルを明示しているか 
 
■教育到達レベルは、理念等に適合

しているか 
 
■資格・免許の取得を目指す学科に

おいて、取得の意義及び取得指導・

支援体制を明確にしているか 
 

 
４ 

 
授業計画（シラバス）に、

科目ごとの到達目標、専門

士授与の方針（ディプロ

マ・ポリシー）との関連等

を明記し、教育理念・育成

人材像との適合性の確認

と検証を継続して行って

いる。 

 
 学生が幼児教育・保育現

場で発揮できる実践力を

修得するにあたり、各科目

における到達目標を理解

し、科目を相互に関連づけ

ながら学べるような工夫

を模索し続けることが必

要である。 

 
 カリキュラムマップ等

により示された教育到達

レベルや期待される学修

成果が、教育理念の具現化

において有効であるかを

検証しながら、専門士授与

の方針を改めて検討し充

実化を図る。 
 

 
授業計画 

  



１８ 
 

3-8 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－８－２ 
（続き） 

 
■資格・免許取得を教育到達レベル

としている学科では、取得指導・支援

体制を整備しているか 
 

  
幼稚園教諭二種免許な

らびに保育士資格取得に

ついて、取得の意義を入学

前から入学希望者等に明

確に説明している。 
本校は、上記の免許・資

格取得を卒業必修として

おり、入学後の取得指導お

よび支援体制は完全に整

備されている。 
 

 
免許・資格の取得それ自

体が教育到達レベルでは

なく、幼児教育者・保育者

として現場で活躍できる

実践力の修得が教育到達

レベルであることを、入学

希望者・在校生に明確に意

識づけすることが必要で

ある。 

 
 学生募集行事、入学後・

新年度開始後のオリエン

テーション、各学校行事等

の機会を生かして、本校の

教育理念や教育目標をわ

かりやすく定期的に明示

することにより、学生の学

修に対する意欲を一層高

める指導と支援を継続し

て行う。 
 

 

 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 
 教育理念に基づき、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）

を明確に定め、広く周知している。幼稚園教諭免許・保育士資格のダブル取

得を卒業要件とするとともに、免許・資格取得にとどまらず、幼児教育者・

保育者としての実践力を教育到達レベルに掲げている。 
 

 
＊教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を明確に文書化し、 
 入学希望者ならびに在校生に定期的に説明している。 
 
＊カリキュラムマップや学習シートの活用により、教育到達レベルに向けた

学修成果修得の図示化・可視化を実現している。 
 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 渡部 恭子 

  



１９ 
 

3-9 （1/4） 

３－９ 教育方法・評価等                                                           
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－９－１ 
教育目的・目標に

沿った教育課程

を編成している

か 

 
■教育課程を編成する体制は、規程

等で明確にしているか 
 
■議事録を作成するなど教育課程の

編成過程を明確にしているか 
 
■授業科目の開設において、専門科

目、一般科目を適切に配分している

か 
 
■授業科目の開設において、必修科

目、選択科目を適切に配分している

か 
 
■修了に係る授業時数、単位数を明

示しているか 
 
■授業科目の目標に照らし、適切な

教育内容を提供しているか 
 
■授業科目の目標に照らし、講義・

演習・実習等、適切な授業形態を選

択しているか 
 
■授業科目の目標に照らし、授業内

容・授業方法を工夫するなど学習指

導は充実しているか 
 

 
４ 

 
教員養成機関指定基準、

保育士資格養成施設指定

基準を満たすことに加え、

豊かな人間性と幼児教育・

保育現場で発揮できるす

ぐれた実践力の修得を教

育目的として、教育課程を

編成している。 
教育課程編成委員会等

の意見をふまえ、教務・学

生生活委員会が中心とな

り、授業科目の開設・教育

内容・授業形態・授業方法

等の検証と改善に取り組

むことによりカリキュラ

ム整備を行っている。 
授業方法の工夫・改善に

ついては、自己点検・評価

委員会が中心となり、ＦＤ

活動を実施している。 

 
 幼稚園教育要領の改訂、

保育所保育指針の改定等

を受け、本校の教育課程に

反映させ、カリキュラムの

再編成を行った。 
 各授業において有効な

教授法や工夫を教員間で

定期的に共有し、アクティ

ブ・ラーニングの定着に留

まらない一層効果的な教

育方法を模索し続けるた

め、Faculty Development
（ＦＤ）活動の活性化をは

かった。各授業における課

題を明確化した上で参観

や意見交換を互いに行い、

その成果を報告し合うこ

とで工夫や改善策を共有

した。今後は非常勤講師へ

の拡大を目指す。 

 
 今後も、再編成されたカ

リキュラムについて教育

課程編成委員会等で得ら

れた意見をふまえながら、

継続して授業計画（シラバ

ス）の改善に取組む。 
 ＦＤ活動における授業

改善計画の提示（課題の明

確化）、参観、成果の報告を

定例化および定着化させ、

前期末・後期末に行われた

ＦＤ報告会では活発な意

見交換がなされた。今後は

年度末に開かれる兼任教

員会等の機会において非

常勤講師にも積極的な参

加を呼びかけ、意見交換や

科目間連携を促すことに

より、学校全体において学

生の主体的な学びの強化

を目指す。 

 
授業計画 
 
ＦＤ 
報告書 

  



２０ 
 

3-9 （2/4） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－９－１ 
（続き） 

 
■職業実践教育の視点で、授業科目

内容に応じ、講義・演習・実習等を

適切に配分しているか 
 
■職業実践教育の視点で教育内容・

教育方法・教材等工夫しているか 
 
■単位制の学科において、履修科目

の登録について適切な指導を行って

いるか 
 
■授業科目について、授業計画（シ

ラバス・コマシラバス）を作成して

いるか 
 
■教育課程は定期的に見直し改定を

行っているか 
 

  
 教育目的・目標ととも

に、育成人材像を明確にす

ることで、幼稚園教諭・保

育士を養成する職業実践

教育という側面からも教

育課程を整備し、学生の学

修成果を高める教育を実

現している。 
 教育課程編成委員会等

の意見もふまえ、毎年度授

業計画（シラバス）を見直

すことにより、教育内容・

教育方法等を含む教育課

程の検証に取組んでいる。 

 
 本校の教育課程の図示

化・可視化したカリキュラ

ムマップや、各科目におけ

る授業振り返りシート、学

生自身が学習状況を把握

し自己評価するための学

習シートを活用すること

により、学生の学修課程に

対する理解度を深めるこ

とに取組んでいる。今後

は、学生自らが学修成果の

向上をより明確に実感で

きるような学びの可視化

を実現していくことが必

要である。 

 
 オリエンテーション等

の学校行事や、各科目で行

われるガイダンス等の機

会を中心に、授業計画（シ

ラバス）・カリキュラムマ

ップに対する学生の理解

度と意識を高める取組み

を定期的かつ継続的に行

っている。 
 学習シートは、教職員が

適宜各学生の学習状況を

把握できるよう確認でき

る機会を増やし、また、学

生にとって活用しやすい

書式や活用法を模索し改

善を続けている。 

 

 
３－９－２ 
教育課程につい

て、外部の意見を

反映しているか 

 
■教育課程の編成及び改定におい

て、在校生・卒業生の意見聴取や評

価を行っているか 
 
■教育課程の編成及び改定におい

て、関連する業界・機関等の意見聴

取や評価を行っているか 
 
■職業実践教育の効果について、卒

業生・就職先等の意見聴取や評価を

行っているか 
 

 
４ 

 
教育課程編成委員会、幼

稚園・保育所で組織される

団体との懇談会、実習懇談

会、卒業生フォローアップ

研修などの機会を生かし、

本校の教育課程に対する

意見の聴取・評価と改善を

継続して行っている。 

 
幼児教育・保育関係者、

有識者等から定期的に意

見を聴取できる機会とし

て、教育課程編成委員会、

実習懇談会の実効性を高

め、その成果をもとに検証

と改善を一層強化してい

くことが必要である。 

 
 教育課程編成委員会、実

習懇談会等を通じて得ら

れた、幼児教育・保育現場

の代表者、有識者等の意

見・評価をもとに、教務・

学生生活委員会を中心に、

本校の対応策を検討し実

行していく。 

 
教育課程 
編成委員 
会議事録 
 
実習懇談 
会実施要 
項 

  



２１ 
 

3-9 （3/4） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－９－３ 
キャリア教育を

実施しているか 

 
■キャリア教育の実施にあたって、

意義・指導方法等に関する方針を定

めているか 
 
■キャリア教育を行うための教育内

容・教育方法・教材等について工夫し

ているか 
 
■キャリア教育の効果について卒業

生・就職先等の意見聴取や評価を行

っているか 

 
４ 

 
本校の教育目的・教育目

標・育成人材像に基づき、

実習指導、進路・就職ガイ

ダンス、公務員受験対策講

座等の機会を通して、学生

の夢と目標を実現させる

キャリア教育を展開して

いる。 
キャリア教育の効果に

ついて、学校評価委員会、

卒業生フォローアップ研

修、実習懇談会等の場を活

用し、就職先・卒業生など

から意見と評価を求めて

いる。 
 

 
１年次に履修する「聖徳

教育Ⅲ」において就職活動

に関する情報を提供する

ことにより、入学時の就職

意欲の向上をはかった。 
 個々の学生に応じた満

足度の高い就職、就業継続

とステップアップによる

卒業後のキャリア形成の

実現に向けて、教員間およ

び教職員間の連携も強め

ながら、キャリア教育の実

効性をより高めていくこ

とが必要である。 

 
 豊富な求人件数、卒業生

の就職実績等に支えられ、

就職希望者全員の就職を

実現し続けているが、学生

一人ひとりのキャリア形

成という視点に基づく、キ

ャリア教育・支援を強化す

る。そのため、毎年度実施

している個別面談や個別

指導、ガイダンスの他に

も、「聖徳教育Ⅲ」や学習シ

ートなどを活かし、就職へ

の意欲を促す機会を増や

し充実させる。 

 

 
３－９－４ 
授業評価を実施

しているか 

 
■授業評価を実施する体制を整備し

ているか 
 
■学生に対するアンケート等の実施

など、授業評価を行っているか 
 
□授業評価の実施において、関連業

界等との協力体制はあるか 
 
■教員にフィードバックする等、授

業評価結果を授業改善に活用してい

るか 
 

 
３ 

 
全授業科目において、学

生による授業評価を実施

し、教員には集計結果の分

析ならびに反省点・改善点

の提出を求めており、実施

体制が整備されている。 

 
 学生による授業評価実

施と担当教員へのフィー

ドバック体制は定着して

おり、授業改善策やすぐれ

た教授法の共有化は、ＦＤ

活動を通じて行っている。

今後は、学生の声をいかに

精緻に集めて反映させる

かが課題となる。 

 
 教育の質を高め、学生の

主体的な学びと理解度を

向上させる授業方法の開

発を目標に、自己点検・評

価委員会が中心となり、授

業評価アンケートの実施

方法を改善した。期末調査

の他に中間調査も行い、学

期途中に結果を教員間で

共有することで、学生の声

を早期に授業に反映させ

る体制が定着しつつある。 

 
授業評価 
アンケー 
ト 

  



２２ 
 

3-9 （4/4） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 
 本校の教育理念に基づき、教育目標・教育目的・育成人材像を実現するため

の教育課程を編成している。各授業科目の到達目標や専門士授与の方針（ディ

プロマ・ポリシー）との関連等を記載した授業計画（シラバス）、学修成果を

可視化したカリキュラムマップ、学習意欲を促す学習シートを活用している。

学生の授業評価や教育課程に対する外部の意見・評価も反映し改善している。 

 
＊教育課程編成委員会を組織し、幼児教育・保育関係者、有識者等から意見 
 と評価を求め、検証ならびに改善に取組んでいる。 
 
＊学びの可視化を目指しカリキュラムマップや学習シートを活用している。 
 
＊学生の夢と目標を実現させるキャリア教育・支援体制が整備されている。 
 
＊全授業科目で学生の授業評価を実施し、授業改善に反映させている。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 渡部 恭子 

 

  



２３ 
 

3-10 （1/1） 

３－１０ 成績評価・単位認定等                                                        
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－１０－１ 
成績評価・修了認

定基準を明確化

し、適切に運用し

ているか 

 
■成績評価の基準について、学則等

に規定するなど明確にし、かつ、学生

等に明示しているか 
 
■成績評価の基準を適切に運用する

ため、会議等を開くなど客観性・統一

性の確保に取組んでいるか 
 
■入学前の履修、他の教育機関の履

修の認定について、学則等に規定し、

適切に運用しているか 
 

 
４ 

 
科目の履修方法、学習の

評価、及び課程修了の認定

に関する規程において基

準を明確に定め、学生等に

明示している。 
他の教育機関の履修の

認定については、学則の規

定に基づき、適切な説明と

運用を行っている。 

 
 複数教員で担当する授

業科目については、教務・

学生生活委員会が中心と

なり、成績評価の統一性と

公平性を十分に確保する

ことが必要である。そのた

め、全科目において活用で

きるルーブリックを作成

し使用している。 

 
 ルーブリックを導入す

ることにより、学生の自己

評価が促されるとともに、

成績評価の客観性の確保

にも役立てられている。今

後もより多くの科目にお

ける活用をはかるため、各

科目でのルーブリックの

活用例を教員間で共有し、

互いに参考にしていく。 

 
科目の履 
修方法、 
学習の評 
価、及び 
課程修了 
の認定に 
関する規 
程 
学則 

 
３－１０－２ 
作品及び技術等

の発表における

成果を把握して

いるか 

 
□在校生のコンテスト参加における

受賞状況、研究業績等を把握してい

るか 

２  
グループ研究発表会で

最も成果が認められた学

生たちが、全国保育士養成

協議会関東ブロック主催

の学生研究発表会に本校

代表で参加する。 

 
学校関係者を対象に、作

品・技術などの学修成果を

発表する機会には恵まれ

ているが、外部向けの成果

発表の充実化は今後の課

題である。 
 

 
 学修成果向上の観点か

ら有効と判断される外部

のコンテスト等について

は、学生に対する積極的な

情報提供に取組む。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 成績評価・単位認定基準について、授業計画（シラバス）・学生便覧等によ

り学生に明示するとともに、客観性・公平性を確保した運営に努めている。

学生は、グループ研究で得られた成果をもとに発表と論文作成を行っている。 
 

 
＊他の高等教育機関の修得単位は、学則に基づき適切に認定している。 
 
＊保育表現研究発表会、児童文化研究発表会、グループ研究発表会からなる、

３大発表会を伝統的に開催している。 
 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 渡部 恭子 
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３－１１ 資格・免許取得の指導体制                                                      
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－１１－１ 
目標とする資格・

免許は、教育課程

上で、明確に位置

づけているか 

 

■取得目標としている資格・免許の

内容・取得の意義について明確にし

ているか 

 

■資格・免許の取得に関連する授業

科目、特別講座の開設等について明

確にしているか 

 
４ 

 
本校は、幼稚園教諭二種

免許・保育士資格取得が卒

業必修であり、取得意義に

ついては、学生募集行事の

段階から明確に説明して

いる。 
免許・資格取得関連科目

と公務員特別講座で時間

割を編成している。 
 

 
 幼稚園教諭免許・保育士

資格の両方を取得する意

義と必要性、免許・資格を

活かす本校の教育目標と

指導体制について、さらに

訴求力を高めていく必要

がある。 

 
 幼稚園教諭・保育士の職

業理解、幼稚園教諭免許・

保育士資格の取得意義、本

校の教育課程について、今

後も学生募集行事や Web
サイト等でわかりやすく

明確な説明を行い、入学希

望者の理解度と目的意識

を高める。 

 
学則 
 
授業計画 
 
時間割 

 
３－１１－２ 
資格・免許取得の

指導体制はある

か 

 
■資格・免許の取得について、指導

体制を整備しているか 
 
■不合格者及び卒業後の指導体制を

整備しているか 

 
４ 

 
本校は、卒業要件を充た

すことで、幼稚園教諭免

許・保育士資格が取得でき

る教育体制を整備してい

る。 

 
指導対象者を卒業後１

～５年目の卒業生に拡大

し、卒業生の再教育を実施

した。成果をふまえ、さら

なる改善を要する。 
 

 
 参加者の要望を調査し

ながら、さらに有効な再教

育プログラムや告知方法

を検討の上、内容や開催時

期を調整しながら実施す

る。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 幼稚園教諭免許・保育士資格は、卒業要件を充たした全員が取得できる教

育課程となっている。免許・資格を取得することだけにとどまらず、幼児教

育者・保育者としての実践力を育成する指導体制を構築し、卒業生のフォロ

ーアップ教育にも力を入れている。 
 

 
＊幼稚園教諭二種免許・保育士資格取得を卒業必修要件としている。 
 
＊卒業生フォローアップ研修を定期的に実施している。 
 
 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 渡部 恭子 

  



２５ 
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３－１２ 教員・教員組織                                                           
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－１２－１ 
資格・要件を備え

た教員を確保し

ているか 

 
■授業科目を担当するため、教員に

求める能力・資質等を明確にしてい

るか 
 
■授業科目を担当するため、教員に

求める必要な資格等を明示し、確認

しているか 
 
■教員の知識・技術・技能レベルは、

関連業界等のレベルに適合している

か 
 
■教員採用等人材確保において、関

連業界等との連携をしているか 
 
■教員の採用計画・配置計画を定め

ているか 
 
■専任・兼任（非常勤）、年齢構成、

男女比など教員構成を明示している

か 
 
■教員の募集、採用手続、昇格措置

等について規程等で明確に定めてい

るか 
 
■教員一人当たりの授業時数、学生

数等を把握しているか 
 

 
４ 

 
教員採用にあたっては、

授業科目を担当する力量

について、研究業績・教授

経験等から審査するとい

う観点に加え、本校の教育

理念である人間教育に携

わる豊かな人間性を有し

ているかを選考基準とし

ている。 
教員の知識・技術・技能

レベルは、学園が併設して

いる大学・短期大学部とほ

ぼ同程度の水準を求めて

おり、専門性と教授力を十

分に考慮した適切な配置

を通して、幼児教育・保育

現場から期待される水準

を確保している。 

 
 幼稚園教諭・保育士養成

校の教員採用環境は、実務

家教員を含めて厳しくな

っており、本校の教授平均

年齢が比較的高いことを

考えると、いかに教員を確

保していくかが人事的な

課題である。 
 教員の能力・資質のさら

なる向上をめざし、学校全

体で研修活動の活発化、研

究活動の活性化に取組ん

でおり、これらの成果を質

の高い教育と、きめ細かい

学生支援に的確に反映し

ていくことが必要である。 

 
 教育理念を具現化し、教

育目標と育成人材像を実

現していくために、また、

高等教育機関・幼稚園教員

ならびに保育士養成校と

しての水準を維持・向上さ

せるために、適切かつ戦略

的な教員採用と配置を行

う。 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－１２－２ 
教員の資質向上

への取組みを行

っているか 

 
■教員の専門性、教授力を把握・評

価しているか 
 
■教員の資質向上のための研修計画

を定め、適切に運用しているか 
 
■関連業界等との連携による教員の

研修・研究に取組んでいるか 
 
■教員の研究活動・自己啓発への支

援など教員のキャリア開発を支援し

ているか 

 
４ 

 
本校は教員研修規程を

定め、教員の資質向上を明

確な目標に掲げることで、

全教員が精力的な研修活

動を展開している。 
毎年度教職員研修会を

実施する一方、専修学校や

幼稚園教諭・保育士養成校

の組織・団体等が主催する

外部研修会に計画的に参

加し、その成果を教員会に

おける報告・発表、報告書

の閲覧により、全教員で共

有している。 
学会をはじめとする、教

員の研究・自己啓発活動に

対しては、研究日の設定、

研究費・研究旅費の支給等

により支援している。 
 

 
 研修活動の活発化・研究

活動の活性化については、

研究紀要の７年連続刊行、

外部研修会への複数回参

加の定着化を実現した。ま

た、年度初めに各教員が研

究計画書を提出すること

により、研究活動の活性化

および研究紀要の円滑な

発行をはかった。 
教員全体へのさらなる

広がりと取組の継続化を

はかることが今後の課題

となる。 

 
 研究紀要においては、継

続して多くの教員による

積極的な投稿を幅広く促

していく。 
 内部での教員研修会・教

職員研修会は、引き続き計

画的に実施し、教員から多

くの提案を募りながらさ

らなる効果的な研修の開

催を目指す。外部研修活動

については、教員会での円

滑な報告が定着したため、

引き続き全教員で多様な

知識・情報を共有し、教育

活動に反映させていく。 

 
教員研修 
規程 
 
研修 
報告書 
 
研究紀要 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
３－１２－３ 
教員の組織体制

を整備している

か 

 
■分野毎に必要な教員体制を整備

しているか 
 
■教員組織における業務分担・責任

体制は、規程等で明確に定めている

か 
 
■学科毎に授業科目担当教員間で

連携・協力体制を構築しているか 
 
■授業内容・教育方法の改善に関す

る組織的な取組があるか 
 
■専任・兼任（非常勤）教員間の連

携・協力体制を構築しているか 

 
４ 

 
 学校運営における連携・

協力体制を強化するため

に、専任教員会を毎週開催

している。３月には、兼任

講師を含む全教員が出席

する教員会が開催され、情

報と意識の共有化を図っ

ている。 
 専任教員は各種委員会

に所属し、責任と分担は規

程で定められている。 
 授業内容・教育方法の改

善に向け、ＦＤ活動の一環

として、兼任講師を含む全

科目の授業を公開してい

る。 
 

 
 専任教員会・教員会・各

種委員会を有効に機能さ

せることにより、教員間の

連携・協力体制を構築して

いるが、委員会あるいは授

業科目の垣根を越えた協

働体制を一層強化してい

くことが必要である。 
 教員会や各委員会にお

ける会議進行の工夫や業

務の円滑化をはかること

も課題である。 

 
 学校運営全体について

は、自己点検・評価委員会

が各種委員会の業務を俯

瞰しながら、教員による活

動の調整を行う。実習指導

や公務員試験対策などは、

委員会の垣根を越えて全

教員で取組む。 
委員長会議を定例化し、

各委員会の議事録を全教

員に迅速に共有する体制

を整えたため、各委員会の

進捗状況の把握や委員会

間の連携および情報共有

が強化された。今後もより

活発な委員会活動の実現

を目指す。 
 

 
教員会 
資料 
 
ＦＤ 
報告書 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 幼稚園教諭・保育士を養成する高等教育機関として、専任教員はもとより、

兼任講師についても、資格・要件さらには人間性を総合的に判断して採用し

ている。教員の資質向上をはかる研修会を計画的に開催し、本校の教育・学

生支援活動における、兼任講師を含めた全教員の協働体制を強化している。 
 

 
＊教員研修規程に基づき、教員の研修活動が活発に展開されている。 
 
＊教員の研究成果を論文等で発表する、研究紀要を刊行している。 
 
＊全教員出席による教員会を開催し、学校運営方針を共有している。 
 
＊各種委員会を組織し、学校運営の業務分担と責任体制を明確にしている。 
 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 渡部 恭子 

 
  



２８ 
 

 

基準４ 学修成果 

 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
幼稚園教諭二種免許と保育士資格を取得した卒業生は、先輩が

築きあげた就職実績と豊富な求人件数の確保に支えられ、就職希

望者就職率１００％を達成し続けるとともに、ほぼ全員が幼児教

育者・保育者の道に進んでいる。学生一人ひとりが自分の夢と目

標を確実に実現する、勤務開始後の満足度も高い就職先決定に向

けた支援強化が必要である。 
近年では、公立幼稚園教諭・公立保育士をめざして公務員採用

試験を受験する学生も多く、公務員特別講座の開講や実務家教員

を核とする全教員による指導の成果が、顕著な合格実績となって

いる。幼児教育・保育現場に多数の人材を輩出してきた実績と貢

献が、「保育の聖徳」という商標登録に結びついたことは、卒業生

の社会的評価のひとつである。 
本校は、過去の実績に甘んじることなく、幼児教育・保育関係

者などから卒業生に関する意見・要望等を聴取することを通して、

卒業後の活躍状況と評価の把握に努めるとともに、長期にわたる

就業継続とキャリアアップを支援する再教育の提供に力を入れて

いる。 
本校は現在、修業年限卒業率の向上をめざして、学生の学修成

果の可視化ならびに主体的な学習習慣の形成に取組み、学習目標

の明確化と学習意欲の向上をはかっている。 

 
 本校が単位化しているインターンシップ

実習の実効性を高めるとともに、幼稚園・保

育所の協会・団体等が主催する就職フェア・

合同説明会への学生の積極的な参加によ

り、学生の職業意識の向上と進路決定の選

択肢増加をはかる。 
 カリキュラムマップの活用を通して、学

生の学習意欲と学修成果の向上をはかる一

方、入学前学習の検証と改善により、学生の

主体的な学習習慣の形成に取組む。 
定例行事化を実現した卒業生フォローア

ップセミナーの内容を充実させ、平成２９

年度からは、卒業後１年からの卒業生へと

対象を拡大して、キャリアアップに向けた

再教育と交流の場を設けることで、卒業生

の実態把握と支援強化を行っている。 
平成30年度は幼稚園教育要領及び保育士

保育指針の改定による授業内容や科目名変

更等を行い、カリキュラムマップを刷新し

た。当面は旧新カリキュラムの同時進行を

円滑に進めることが求められる。 

 
公務員特別講座開講とともに、実務家教

員を核とする全専任教員による指導体制を

構築し、公務員試験（公立保育士等）の合格

実績で好成績をあげている。 
学生の職業意識と就業意欲を向上させる

ために、インターンシップ実習を単位化し、

学生の学びの成果を認定している。 
学生一人ひとりが、学修成果の達成度を

確認しながら学習意欲を高められるよう、

全教員の協働により、本校の学びを図示化・

可視化したカリキュラムマップ作成し、平

成２８年度入学生より運用を始めている。 
実習巡回訪問・学校評価委員会・実習懇談

会等の機会を活かし、卒業生の実態と社会

的評価の把握に努めている。 
平成29年度からは卒業後１年から５年の

卒業生へと対象を拡大してフォローアップ

セミナーを開催している。平成 30 年度のフ

ォローアップセミナーでは、保育現場で活

躍している卒業生の講演を実施した。令和

元年度のフォローアップセミナーでは、聖



２９ 
 

 徳大学から心理学教授を招き職場における

メンタルケアについての講演を行った。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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４－１３ 就職率                                                               
小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 

 
４－１３－１ 
就職率の向上が

図られているか 

 
■就職率に関する目標設定はあるか 
 
■学生の就職活動を把握しているか 
 
■専門分野と関連する業界等への就

職状況を把握しているか 
 
■関連する企業等と共催で「就職セ

ミナー」を行うなど、就職に関し関

連業界等と連携しているか 
 
■就職率等のデータについて適切に

管理しているか 

 
４ 

 
就職希望者就職率目標

１００％を達成し続けて

おり、学生の目標に合った

満足度の高い就職の実現

に力を入れている。 
専任教員会で学生の就

職活動の経過と成果が報

告され、データの共有と適

切な管理をしている。 
ほぼ全員が取得した免

許・資格を活用する進路決

定をしており、幼稚園・保

育所団体主催の合同説明

会等へも積極的に学生を

参加させている。 
 

 
 卒業生の就職実績と豊

富な求人件数の確保によ

って、就職希望者就職率目

標１００％の達成が続い

ているが、学生の就職活動

の幅と視野を広げていく

ことで、就職後も満足度が

高く、長期の就業継続が可

能な進路決定を実現する

支援が必要である。 

 
 本校が単位化している

インターンシップ実習の

実効性向上、幼稚園・保育

所の協会・団体等が主催す

る就職フェア・合同説明会

への学生の主体的参加に

より、学生の職業意識の向

上と進路決定の選択肢増

加の取組に力を入れる。 

 
就職率 
 
就職実績 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 卒業生の就職実績と豊富な求人件数の確保に支えられ、就職希望者就職率

１００％の目標を達成し続けている。学生が自分の夢と目標を確実に実現す

る、より満足度の高い進路決定に向けた取組と支援を強化していく。 

＊公務員試験（公立保育士等）の合格実績が好調に推移している。 
＊職業意識と就業意欲を向上させるため、インターシップ実習を単位化し、

学生の成果を認定している 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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４－１４ 資格・免許の取得率                                                         
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
 
４－１４－１ 
資格・免許の取得

率の向上が図ら

れているか 

 
■資格・免許取得率に関する目標設

定はあるか 
 
■特別講座、セミナーの開講等授業

を補完する学習支援の取組はあるか 
 
□合格実績、合格率、全国水準との比

較など行っているか 
 
■指導方法と合格実績との関連性を

確認し、指導方法の改善を行ってい

るか 

 
４ 

 
本校は、卒業要件を充た

した全員が幼稚園教諭二

種免許と保育士資格を取

得できる教育課程を編成

しており、免許・資格取得

を生かして活躍できる実

践力の育成を目標に掲げ

ている。 
公立幼稚園教諭・公立保

育士をめざす学生を対象

に、公務員特別講座を開講

すると同時に、全教員によ

る指導体制を構築してい

る。 
 

 
 卒業者の免許・資格取得

率は１００％であるが、取

得の前提となる卒業率、と

りわけ修業年限卒業率を

向上させる指導の強化が

必要である。 

 
 教務・学生生活委員会を

中心に、全教員の協働によ

り作成したカリキュラム

マップを活用し、学生の学

習意欲向上をはかるとと

もに、入学前学習の検証と

改善により、学生の主体的

な学習習慣の形成に取組

む。 

 
就職先 
データ 
 
就職率 
データ 
 
入学前 
学習課題 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 
 本校の教育課程は、幼稚園教諭二種免許と保育士資格の取得を卒業必修と

位置づけており、卒業者の取得率はいずれも１００％である。現在、修業年

限卒業率向上を目標に、学生の学修成果の可視化と主体的な学習習慣の形成

に力を入れている。 

 
＊公務員特別講座開講とともに、実務家教員を核とする全専任教員による指

導体制を構築している。 
 
＊全教員の協働により、本校の学びを図示化・可視化したカリキュラムマッ
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 プを作成し、平成２８年度入学生から運用している。平成 30 年度には新カ

リキュラムに基づく新たなカリキュラムマップを作成した。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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４－１５ 卒業生の社会的評価                                                         
小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 

 
４－１５－１ 
卒業生の社会的

評価を把握して

いるか 

 
■卒業生の就職先の企業・施設・機関

等を訪問するなどして卒後の実態を

調査等で把握しているか 
□卒業生のコンテスト参加における

受賞状況、研究業績等を把握してい

るか 

 
３ 

 
実習巡回訪問の機会を

活用して、幼稚園・保育所・

施設等に就職した卒業生

の近況等の把握に努める

一方、学校評価委員会・実

習懇談会等において、関係

者から卒業生への評価を

求めている。 
数多くの幼児教育者・保

育者を輩出した実績によ

り、「保育の聖徳」の商標登

録が認められたことは、卒

業生の社会的評価のひと

つである。 
 

 
 卒業生フォローアップ

セミナーを開催し、卒業生

の再教育と交流の場を提

供することで、卒業後の就

業状況や活躍に関する詳

細な把握に努めているが、

セミナー欠席者や近況未

報告者の実態も把握する

ことが必要である。 

 
 卒業生フォローアップ

セミナーの規模を拡大し、

平成２９年度からは、卒業

後1年から５年の卒業生を

対象に再教育と交流の場

を設けており、引き続き新

たな卒業生の実態の把握

に努めたい。平成 30 年度

から始めた卒業生による

講演は好評であったので

来年度以降も引き続き行

っていく一方、現場で必要

な情報やスキルアップの

知識などを積極的に卒業

生に配信していきたい。 

 
卒業生フ 
ォローア 
ップセミ 
ナー要項 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 即戦力となる幼児教育者・保育者を多数輩出してきた実績が、「保育の聖徳」

の商標登録化に結びついたことは、卒業生が受けた社会的評価であると考え

るが、これに甘んじることなく、卒業後の再教育と支援を強化することで、

その評価をさらに高めていく。 
 

＊実習巡回訪問・学校評価委員会・実習懇談会など、あらゆる機会を有効活

用し、卒業生の実態と社会的評価の把握に努めている。 
 
＊卒業後１年目に加え、平成２９年度は卒業後１年から５年の卒業生を対象

とするフォローアップセミナーを開催している。 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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基準５ 学生支援 

 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教員と職員の教職協働により、学生の夢と目的を実現するため

の組織的な就職支援体制に取り組んでいる。ガイダンス・面接指

導・提出書類と論文の添削指導・個別相談等の支援を行っている。

キャリア形成に関する授業や取り組みに対する意識が遅く、就職

活動を悠長に捉える学生が多い。学生の就職に対する意識の向上

と満足度の高い就職決定に向けた支援がさらなる課題である。 
退学要因につながる不安・悩みの解消として、なんでも相談室

の設置・学生提案箱の設置・一人暮らしや自宅外学生の支援とし

て、自宅外学生の親睦会の開催・異学年交流会の開催を実施して

いる。また、学修目標の達成と学校生活の充実をめざし、保育自

習室の開室を行っている。学生の学生生活が学業に関する不安や

不満に個別に対応することで、学生の学校満足度の上昇と学習意

欲の向上、退学率の低減にも繋がることから、より一層の個々に

対応した学生の情報共有化の構築が必要である。さらに、身体・

精神両面の健康指導の充実が課題である。 

保護者との連携では、本校の教育目的・人材育成像に対する理

解と支援を求めて、保護者会・保護者面談等の実施している。 
大学・短大卒業者や社会人経験者を積極的に受入れ、多種多様

な学生一人ひとりの学修成果を向上させる学生支援に取組んでい

る。 

 聖徳教育�でキャリア形成の授業を実施

し、卒業年次生は早めに個別対応する。ピア

ノの進度や実習の修了状況も加味し、求人

票の見方などにも触れ、早めに動くように

促していく。多くの選択肢に基づく学生の

就職活動支援実現していきたい。 
精神的に弱い学生が、実習を契機に退学

するケースが目立ってきている。三者面談

を重ね、保護者とのやり取りが円滑にする

ことが必要である。特に、気になる学生の家

庭とのやり取りは重要である。カウンセリ

ング等の学生対応を充実する。毎週 1 回、

17 時から 19 時まで、全教員が対応できる

学生相談タイムを施策していきたい。 
 保護者会において、卒業生の講演会を実

施し、将来像に対する理解を強化する。欠席

が多い学生に対して、随時、担任が保護者と

の有効な連携体制を整えていきたい。 
 多様な人間関係を経験しながら、有意義

な教育環境を提供していきたい。 
 

週 1 回教員会にて、就職決定状況を全教

職員で共有することで、就職未決定者に対

する、きめ細かい個別指導と個別相談に教

職協働で取組んでいる。 
退学要因除去の取組みとして、学生情報

の共有化・記録化、なんでも相談タイム、学

生提案箱の設置、保育自習室の開室、図書室

の整備、自宅外学生の親睦会、異学年交流会

等を開催している。 
教育面・心理面の学生支援にあたり、学園

が併設する大学の諸機関（ラーニングデザ

インセンター・保健センターなど）と連携体

制が構築されている。 
保護者会・保護者面談を実施し、学生の修

業支援に力を入れている。また、必要に応じ

て、随時、担任が保護者との連絡を密にして

いる。保護者・教職員の連携強化を実施して

いる。 
大学・短大・社会人経験者に対して、入試・

単位認定・就職支援等において、そのニーズ

に対応した教育環境と支援を行っている。 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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５－１６ 就職等進路                                                             
小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 

５－１６－１ 
就職等進路に関

する支援組織体

制を整備してい

るか 

■就職など進路支援のための組織体

制を整備しているか 
■担任教員と就職部門の連携など学

内における連携体制を整備している

か 
■学生の就職活動の状況を学内で共

有しているか 
■関連する業界等と就職に関する連

携体制を構築しているか 
■就職説明会等を開催しているか 
■履歴書の書き方、面接の受け方な

ど具体的な就職指導に関するセミナ

ー・講座を開講しているか 
■就職に関する個別の相談に適切に

応じているか 

４ 教務・学生生活委員会が

核となり、全教員と就職担

当職員が教職協働をはか

り、満足度の高い就職実現

のための支援を組織的に

行う体制を整備している。 
進路・就職ガイダンスを

通じて職業意識と就業意

欲の向上をはかり、教員は

応募書類・論文の添削、面

接指導に鋭意取組んでい

る。職員は個別相談や情報

提供を行っている。 
学生の就職活動状況は、

専任教員会で共有され、未

決定者に対して、就職内定

に向けた支援を行ってい

る。 

 安定した就職環境では

あるものの、キャリア形成

に関する授業や取り組み

に対する意識が遅く、就職

活動を悠長に捉える学生

が多い。学生一人ひとり

が、就業開始後も高い満足

度を得ながら活躍するた

めには、個々の能力が最大

限発揮できる就職先との

出会いを実現させていく

ことが必要である。就職先

の設置形態・職種・所在地・

勤務時間・給与から教育、

保育方針・職場の雰囲気ま

で、就職先を決定する要素

は様々である。満足度の高

いさらなる就職支援が課

題である。 

 進路・就職ガイダンスを

通じて、早期の目標明確化

する。聖徳教育�でキャリ

ア形成の授業を実施し、卒

業年次生は早めに個別対

応する。ピアノの進度や実

習の修了状況も加味し、求

人票の見方などにも触れ、

早めに動くように促すこ

とが必要である。 
広い視野と多くの選択

肢に基づく就職活動の展

開を指導する。学生に希望

に即した就職支援をして

いく。 
公務員対策指導は、本校

入学時からモチベーショ

ンの向上をはかるととも

に卒業学年になる前から

実施することでより充実

した内容にしていきたい。 

就職ガイ 
ダンス資 
料 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
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 教員・職員の教職協働体制が構築され、役割分担により、ガイダンス・面

接指導・提出書類と論文の添削、個別相談などの支援を行っている。組織的

な就職支援体制は確立されており、学生の職業意識と就職先選択力向上に向

けた支援と満足度の高い就職を実現できる支援が必要である。 

＊全教職員が就職決定状況を的確に共有しており、就職未決定者に対して、

個別対応を適時に実施している。 
＊進路・就職ガイダンスを実施している。 
＊公務員対策指導を実施している。 
＊キャリア形成の授業を実施している。 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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５－１７ 中途退学への対応                                                          
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
５－１７－１ 
退学率の低減が

図られているか 

■中途退学の要因、傾向、各学年にお

ける退学者数等を把握しているか 
■指導経過記録を適切に保存してい

るか 
■中途退学の低減に向けた学内にお

ける連携体制はあるか 
■退学に結びつきやすい、心理面、学

習面での特別指導体制はあるか 

２ 専任教員会で、退学者数

ならびに退学要因の傾向

については、担任より報告

される。全教職員が情報を

共有化している。 
学生の指導経過記録は、

記録の可視化により、情報

共有可能としながら、適切

に管理・保存されている。 
退学未然防止をめざし、

各種委員会が連携して諸

施策に取組んでいる。 

 退学者の低減と修業年

限卒業率の向上を目標に、

教職員が一丸となり、重点

課題として取組んでいが、

画期的な成果にはつなが

っていない。 
欠席者の増加と退学率

の相乗が見られたが、具体

的施策に対する現状分析・

課題抽出・改善実行・検証

のさらなる有効性を高め

ることが必要と考える。 
遅刻者の減少を図るた

め全教員が一丸となって

学生に指導する体制を作

る。学生一人ひとりが出席

や遅刻をしないという意

識を高めさせる。 

 退学時期と退学理由の

精査と早期の個別面談と

必要に即した三者面談を

実施する。 
退学に結びついてしま

う学生へのきめ細かい学

生支援の強化をする。 
学生提案箱に寄せられ

る意見・要望・提案を注視

し、学生の学校への不安の

解消や不満の可視化が見

込まれる。学生が主体的に

学校生活を充実させてい

く。 
学習シートを活用する

ことで学生が出欠や遅刻

の自己管理を促す一方、皆

勤賞を設けることで、出席

に対するモチベーション

の向上を図る。 
学生の学習意欲を高め

るため「やりたいこと」お

よび「できたこと」をリス

学生情報 
学 生 提 案

書 
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ト化し学習成果を可視化

する。 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 学生情報の共有化と記録化・各種相談会の開催・異学年交流の実施など、

退学に結びつく学生の変化の早期発見ならびに不安・悩みの除去に、全教職

員が重点課題として取組んでいる。しかし、退学率低減に向けた成果を高め

るには、さらに実効性のある施策の実現が必要である。 

＊専任教員会で学生情報の適時の共有化・記録化がなされている。 
＊なんでも相談室タイム、学生提案箱、異学年交流会、自宅外学生の親睦会

等を開催し、学生の不安・悩みの早期発見と解消に取組んでいる。 
＊フレンドシップデイ・異学年交流会を実施し、学生満足度の向上をはかる。 
＊学習シートを活用することで、学生の出席や遅刻に対する意識を高める。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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５－１８ 学生相談                                                              
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
５－１８－１ 
学生相談に関す

る体制を整備し

ているか 

□専任カウンセラーの配置等相談に

関する組織体制を整備しているか 
■相談室の設置など相談に関する環

境整備を行っているか 
■学生に対して、相談室の利用に関す

る案内を行っているか 
■相談記録を適切に保存しているか 
□関連医療機関等との連携はあるか 
■卒業生からの相談について、適切に

対応しているか 

３ 学生のカウンセリング

を担当できる専任教員が

在籍していることに加え、

学園が設置している大学

の保健センターとの連携

体制が構築されている。 
担任・副担任による定期

的な面談に加え、なんでも

相談タイム開設・学生提案

箱の設置・自宅外学生の懇

談会等、相談機会を提供

し、新年度オリエンテーシ

ョンにて案内を告知して

いる。相談内容を記録化し

ている。 
卒業生に対して、フォロ

ーアップセミナーの開催

と教員による相談、就職担

当職員による再就職相談

を随時行っている。 

 本校は、幼児教育者・保

育者を志望する人々に広

く門戸を開放しており、大

学・短大卒業者・社会人経

験者等、さまざまな経歴を

有する幅広い年齢層の学

生が在籍している。経済的

にきびしい学生、複雑な家

庭事情を抱える学生など、

多種多様なあらゆる相談

に対応できる体制を整備

していくことが必要であ

ると考える。 

 学生の学生生活が学業

に関する不安や不満に個

別に対応することで、退学

者の防止に繋げる。 
面談で知りえた学生情

報を共有化し活用するた

めに施策を検討する。（例：

面談シートの活用） 
個人情報保護に配慮し

つつも、個々の学生が抱え

る事情について全教職員

で情報を共有し、きめ細か

い学生フォロー体制へと

結びつけていく。 

相談記録 
学生情報 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
５－１８－２ 
留学生に対する

相談体制を整備

しているか 

□留学生の相談等に対応する担当の

教職員を配置しているか 
□留学生に対して在籍管理等生活指

導を適切に行っているか 
□留学生に対し、就職・進学等卒業後

の進路に関する指導・支援を適切に

行っているか 
□留学生に関する指導記録を適切に

保存しているか 

２ 現在、留学生は在籍して

いないため、具体的な指導

体制や支援体制は整備さ

れていないが、受入れが必

要となる場合を考慮し、事

務職員が研修会に出席し

ている。 
 

留学生を受け入れた場

合の学生相談体制につい

ても、基本的な知識は獲得

しておくことが必要であ

ると考える。 

 専修学校協会や東京都等

が主催する、留学生受入れ

に関する研修会・事例報告

会について、今後も定期的

に出席することで、最新の

動向や注意点などの情報を

入手していく。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 学生が抱える不安・悩み等に対応できる相談体制の整備をすすめ、なんで

も相談タイム・学生提案箱・自宅外学生の懇談会など、さまざまな角度から

の継続的な支援を行っている。卒業後も、フォローアップセミナーの開催、

卒業生に対する相談・支援体制が用意され、仕事の悩み相談や再就職相談な

どの機会を適宜提供している。 

＊教育面ではラーニングデザインセンター、心理面では保健センターと、学

園が併設する大学の諸機関との連携体制が構築されており、きめ細かな相

談・支援体制が整備されている。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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５－１９ 学生生活                                                             
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
５－１９－１ 
学生の経済的側

面に対する支援

体制を整備して

いるか 

□学校独自の奨学金制度を整備して

いるか 
■大規模災害発生時及び家計急変時

等に対応する支援制度を整備してい

るか 
■学費の減免、分割納付制度を整備

しているか 
■公的支援制度も含めた経済的支援

制度に関する相談に適切に対応して

いるか 
■全ての経済的支援制度の利用につ

いて学生・保護者に十分情報提供し

ているか 
■全ての経済的支援制度の利用につ

いて実績を把握しているか 

３ 日本学生支援機構や東

京都育英資金等の奨学金

について、４月に説明会を

開催し、奨学金の周知とと

もに、概要と手続き方法を

分かりやすく説明してい

る。 
地方自治体等の奨学制

度・国および民間の教育ロ

ーンに関して、学生への周

知と希望者への個別対応

を行い、すべての経済的支

援制度の利用実績を把握

している。 
本校の納付金は、第１部

が半期分納、第２部が月払

い制を原則とするものの、

学費負担者の経済状況の

急変等に対しては、個別の

相談と対応により、学業継

続を支援している。 

 奨学金は利子の有無に

かかわらず、将来にわたる

分割納付返済方法と、一定

の勤務要件が必要な返済

方法である点を確認し、安

易な気持ちで制度を利用

させないという姿勢も必

要であると考える。 

本校は、経済的に厳しい学

生が多いといえるが、授業料

等負担に起因する退学者や

除籍者の発生を未然に防ぐ

ために、奨学金の適切な利用

を含めて、入学希望者に対す

る納付金の個別相談を今後

も大切にしていく。 

奨学金 
説明会 
資料 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
５－１９－２ 
学生の健康管理

を行う体制を整

備しているか 

□学校保健計画を定めているか 
■学校医を選任しているか 
□保健室を整備し専門職員を配置し

ているか 
■定期健康診断を実施して記録を保

存しているか 
■有所見者の再健診について適切に

対応しているか 
■健康に関する啓発及び教育を行っ

ているか 
■心身の健康相談に対応する専門職

員を配置しているか 
■近隣の医療機関との連携はあるか 

３ 学園が併設している大学

の保健センターと連携をは

かりながら、学生の健康診

断を実施するとともに、心

身両面の健康サポートを行

っている。 
 有所見者については、個

人情報に配慮しながら、教

職員で情報の共有を行い、

学生生活の支援にあたって

いる。 
 オリエンテーション等を

通じて、健康増進に関する

啓発を行い、上級救命技能

認定の講習会を開催してい

る。 

 入学前の個別相談や入学

後の健康相談で何らかの病

歴を有する学生も多く、健

康診断実施後に明らかにな

ることもある。身体面の健

康管理の把握することはも

ちろんだが、精神面の健康

管理を重視していくこと

が、今後ますます必要であ

ると考える。 

卒業後にめざす職業像の

観点から、心身の健康管理

が大切になることを自覚さ

せることが必要である。入

学希望者・学生の正しい理

解を深め、保健センターと

の連携を強化していく。 

健康診断 
実施記録 
 
健康相談 
記録 

５－１９－３ 
学生寮の設置な

ど生活環境支援

体制を整備して

いるか 

□遠隔地から就学する学生のための

寮を整備しているか 
■学生寮の管理体制、委託業務、生活

指導体制等は明確になっているか 
□学生寮の数、利用人員、充足状況

は、明確になっているか 
 

 

３ 現在は、本校独自の学生

寮を保有していないため、

安全性と快適性を提供でき

る学生会館を希望者に斡旋

するとともに、自宅外通学

者には、通学時間や経費負

担面からの個別相談を行っ

ている。 

 本校は、遠隔地からの入

学者はさほど多くないが、

一人暮らしを含め、自宅外

通学者は一定数いることを

ふまえ、生活面も含めて、

さまざまな相談体制を整備

する必要があると考える。 

 一人暮らしの学生を対象

とした自宅外学生支援の継

続し、教務・学生生活委員

会が中心となり、具体的な

支援策をさらに充実させて

いく。 

学生会館 
資料 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
５－１９－４ 
課外活動に対す

る支援体制を整

備しているか 

■クラブ活動等の団体の活動状況を

把握しているか 
□大会への引率、補助金の交付等具体

的な支援を行っているか 
□大会成績など実績を把握している

か 

２ クラブ活動等、学生の課

外の団体活動は、現在のと

ころ行われていない。本校

の教育目標は、２年間また

は３年間という短期間で、

幼稚園教員免許と保育士資

格の両方を取得するととも

に、即戦力として活躍でき

る実践力を修得することで

あり、課外活動を行う時間

を確保することが難しいと

いうのが現状である。 

 クラブ活動等の課外活

動を希望する学生グルー

プがある場合には、正課の

教育活動との相乗効果や

学生の学習意欲向上等の

観点から、前向きな検討を

行うことが必要であると

考える。 

 学生が学習成果を発揮

できる場であれば、学外の

活動への積極的な参加を

呼びかけていく。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 学生支援において、学修目標の達成と学校生活の充実に向け、入学前から

卒業時まで、経済的側面と健康的側面に対する個別相談を実施している。自

宅外通学者に対しては、住まいの個別相談、一人暮らしの不安や悩みを解消

する懇談会等の支援を行っている。 

＊さまざまな経済的支援制度を紹介し、かつ適切な利用を指導している。 
＊学生の心身の健康管理に関して、学園が併設する大学の保健センターとの

連携による、きめ細かな支援体制が確立されている。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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５－２０ 保護者との連携                                                           
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
５－２０－１ 
保護者との連携

体制を構築して

いるか 

■保護者会の開催等、学校の教育活

動に関する情報提供を適切に行っ

ているか 
■個人面談等の機会を保護者に提供

し、面談記録を適切に保存している

か 
■学力不足、心理面等の問題解決に

あたって、保護者と適切に連携して

いるか 
■緊急時の連絡体制を確保している

か 

４ 入学式には保護者の出席

を求め、式後に開催する保

護者会で、学校生活と学生

がめざす職業に理解と支援

を求めている。 
前期に開催される保護者

会では、学生情報の共有を

はかり、保護者の相談に応

じる個人面談を行い、記録

化している。 
学業成績や学生の変化に

関する担任と保護者の連携

体制、緊急時の連絡体制を

整備している。 

本校の教育理念・教育目

的・育成人材像に対する保

護者の理解と支援を定期的

に求めていくことが必要で

あると考える。   
特に、気になる学生の家

庭とのやり取りは重要であ

る。学生のわずかな変化を

早期把握に努め、保護者・

教職員の連携を強化してい

きたい。 

 保護者会の開催時期の検

討と卒業生の講演会を実施

し、将来像に対する理解を

強化する。保護者会の日程

については、保護者の都合

にできるだけ配慮するた

め、1 週間程度の期間内に

都合の良い日を選んでもら

って参加してもらうように

したい。 
複雑な家庭事情を抱えて

いる学生が多いこと、保護

者と学生の日常の関わり方

がさまざまである。学生情

報の共有化した情報を基

に、保護者との有効な連携

体制のあり方を構築してい

く。 
 

保護者会 
実施記録 

 
保護者あ

て成績発

送資料 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 入学式後の保護者会、行事見学にあわせた保護者面談などの機会を通して、

本校の教育目的・人材育成像に対する理解と支援を求めるとともに、保護者

＊保護者会、保護者面談を実施し、学生・保護者・教職員の連携強化を図り

ながら学生支援を行っている。 
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の不安解消や相談に応じている。個々の家庭事情に対応できる、連携体制構

築をすることで、学生の修学支援を強化している。 
 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 
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５－２１ 卒業生・社会人                                                           
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
５－２１－１ 
卒業生への支援

体制を整備して

いるか 

■同窓会を組織し、活動状況を把握

しているか 
■再就職、キャリアアップ等につい

て卒後の相談に適切に対応してい

るか 
■卒業後のキャリアアップのための

講座等を開講しているか 
■卒業後の研究活動に対する支援を

行っているか 

４ 同窓会が組織され、会報

発行、総会・懇親会開催、リ

ズム講習会開催等の活動を

行っている。 
新卒者～５年までの卒業

生を対象とする、卒業生フ

ォローアップセミナーを定

例行事化し、キャリアアッ

プを目的とした就業継続を

支援する再教育・交流・相談

の機会を提供している。 
 

本校は長きにわたり、幼

児教育者・保育者を養成し、

幼児教育・保育に貢献でき

る人材の輩出に努めてお

り、卒業生に対する再教育

とキャリアアップ支援の充

実化により、卒業満足度を

向上させていくことも必要

であると考える。 

 卒業生フォローアップセ

ミナーの拡大・発展をはか

り、卒業生のキャリアアッ

プ支援を通した、幼児教育・

保育現場に対する新たな貢

献活動に取組み、卒業生支

援を強化していく。 
就職先での疑問や不安を

緩和し、安心して活躍でき

るようにしていく。卒業生

の職場における悩みの相談

に応じる一方、スキルアッ

プするための情報を提供し

長期の就業継続をバックア

ップしていきたい。 

卒業生フ 
ォローア 
ップセミ 
ナー実施 
記録 

５－２１－２ 
産学連携による

卒業後の再教育

プログラムの開

発・実施に取組ん

でいるか 

□関連業界・職能団体等と再教育

プログラムについて共同開発等を

行っているか 

■学会・研究会活動において、関

連業界等と連携・協力を行ってい

るか 

３ 教員研修規程に基づき、

教員は、学会、専修学校・幼

稚園・保育所等の団体が主

催する研修会に積極的に参

加しており、報告を通して、

全教職員が成果の共有に取

組んでいる。 

 幼児教育・保育関係者は、

養成校に対して、卒業後の

再教育プログラムの提供を

求めており、幼児教育・保育

現場との連携・協力体制強

化のため、要請に応えるこ

とが必要であると考える。 

 キャリアアップ支援の充

実化により、再教育支援を

展開させ、成果の検証して

いく。 

教員研修 
規程 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
５－２１－３ 
社会人のニーズ

を踏まえた教育

環境を整備して

いるか 

■社会人経験者の入学に際し、入学

前の履修に関する取扱いを学則等

に定め、適切に認定しているか 
□社会人学生に配慮し、長期履修制

度等を導入しているか 
■図書室、実習室等の利用において、

社会人学生に対し配慮しているか 
■社会人学生等に対し、就職等進路

相談において個別相談を実施して

いるか 

３  入学前の履修の取扱いに

ついて、学則で明確に定め

るとともに、オリエンテー

ション時に説明会を開催す

ることで、学生の申請と専

任教員会の認定により、適

切に行っている。 
 社会人経験者が３割程度

いることをふまえ、学習環

境・就職支援などにおいて、

個々の事情に配慮した学生

支援に取組んでいる。 

 社会人入学者を積極的に

受け入れる方針に基づき、

学習環境・学生支援体制は

整備されているが、入学決

定時点における基礎的能力

差を考慮した導入教育のあ

り方については、検討を継

続する課題である。 

社会人入学者と高校新卒

者が、多様な人間関係を経

験しながら、同じ目標に向

かって学びあうことは、本

校の教育方針に合致すると

ともに、学生にとっても魅

力のひとつであり、双方に

とって有意義な導入教育の

実現に向けて教育環境の改

善を続けていく。 

入試要項 
 
学則 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 卒業生の就業継続と活躍のバックアップを目的とする、卒業生フォローア

ップセミナーは、参加率の向上と満足度の高さにより、定例行事化に成功し

ている。就職先での疑問や不安を緩和し、保育者としての質の向上と実践ス

キルの提供、離職者への再就職やキャリアアップの情報提供している。社会

人経験者を含め、多種多様な学生一人ひとりの学修成果を向上させる学生支

援を行っている。 

＊卒業生の就業継続と活躍を支援する、卒業生フォローアップセミナーを定

例行事化している。 
＊保育実践室、学生自習室、図書室の整備をしている。 
＊社会人経験者を積極的に受入れ、入試・単位認定・就職支援等において、

そのニーズに対応した教育環境と支援体制を整備している。 

 
最終更新日付 令和 ２年 ５月３１日 記載責任者 竹中  直 

 
 
 
 



４８ 
 

 
 
 
 
 

基準６ 教育環境 

 
総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校の教育理念・教育目的・育成人材像の実現と、学生の学修

成果の向上をはかるために、教育環境の整備を進展させている。

施設・設備について、中期計画に基づく年度予算化により、計画

的な購入と更新を行っている。また、定期的な保守・点検・衛生

管理を実施し、安全・安心な学習環境を提供している。 
前年度、学生の意見や要望を反映させ、自習室を設置したこと

で利用充実が図られている。また、図書室の充実化にも取り組ん

だ。 
学外実習・インターンシップ実習・学外研修等の学校行事の実

施にあたり、意義と目標、本校の教育理念・教育目的・育成人材

像からみた位置づけを明確化することで、学生の主体的な参画と

生きた学びの修得に力を入れている。教職員協働の実施体制整備

により、実習・学校行事等の実効性をさらに高めることが必要で

ある。 
防災マニュアルに基づき、幼稚園との合同避難訓練を含め、目

標を設定した定期的な防災訓練を 3 回の実施し、学生の主体的な

自助・共助行動力の育成に取り組んだ。 
危機管理体制の構築と危機管理行動の実践力の向上を目的に、

教職員研修の一環として危機管理マニュアルに基づく危機管理

対応防災に関する研修会を企画、実施した。 

 学生の要望が高かった自習室を設置し。

適切な利用の為の環境整備を行ったが、学

生の意見も踏襲した検証を行う予定であ

る。 
図書とりわけ専門書の充実を重点課題と

して、継続して、教育環境の整備に取組む。 
学生が学びを深めるとともに、学修到達

目標を達成していくために、実習・学外研修

等の学校行事と各授業科目が相乗効果を発

揮できるよう、カリキュラムマップを手が

かりとして、学生の理解度と学習意欲を高

める。 
教職員研修会のテーマとして防災教育を

取り上げ、定期的・継続的に研修を行うこと

で、防災マニュアルの有効性と教職員の防

災意識ならびに実践力の向上をはかる。 
発生する確率が高いリスクから優先順位

化し、リスク発生時の教職員の対処行動の

シミュレーションならびに具体的な行動訓

練を行う。 

学園の財務調整課が、各部門からの年度

予算要求に基づき、適切な予算配分を行っ

ており、計画的な施設・設備の整備を実現し

ている。 
教育理念・教育目的・育成人材像を具現化

し、豊かな人間性を育成することをめざし、

学外研修を卒業必修単位としている。 
職業意識と就業意欲を向上させる機会と

して、インターンシップ実習を単位化し、１

部生に関しては１単位を卒業必修単位とし

ている。 
防災マニュアルを作成し、教職員による

防災体制の強化、学生・教職員の防災意識の

向上、防災訓練の高度化を推進している。 
危機管理マニュアルを作成し、学校運営

におけるリスクに対する危機管理体制の構

築と危機管理行動力の実践に取組んでい

る。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 井上 由利子 

 
  



４９ 
 

6-22 （1/2） 

６－２２ 施設・設備等                                                            
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
６－２２－１ 
教育上の必要性

に十分対応した

施設・設備・教育

用具等を整備し

ているか 

■施設・設備・機器類等は設置基準、

関係法令に適合し、かつ、充実して

いるか 
■図書室、実習室など、学生の学習

支援のための施設を整備している

か 
■図書室の図書は専門分野に応じ

充実しているか 
■学生の休憩・食事のためのスペー

スを確保しているか 
■施設・設備のバリアフリー化に取

組んでいるか 
■手洗い設備など学校施設内の衛

生管理を徹底しているか 
■卒業生に施設・設備を提供してい

るか 
■施設・設備等の日常点検、定期点

検、補修等について適切に対応して

いるか 
■施設・設備等の改築・改修・更新

計画を定め、適切に執行しているか 

４ 学生の教育環境の維持・

向上に向けて、年度計画を

作成し、施設・設備の整備を

継続的に進展させている。 
施設・設備のメンテナン

スについては、関係法令を

遵守しつつ、学園の施設管

理課と連携しながら、保守・

点検・補修と衛生管理を行

い、学生に安全・安心な学習

環境を提供している。 
学生の学校生活の充実化

をはかるために、限られた

スペースを有効活用するこ

とにも力を入れている。 
卒業生はもとより、入学

予定者に対しても、希望に

応じて、施設・設備の利用を

認めている。 

 空調、机・椅子、パソコン、

視聴覚機器等と、優先順位

に基づく設備の更新は順調

に進展している。 
自習室の適切な利用が行

われているかの検証および

図書室の配架図書の充実が

課題である。 

 学生生活委員会で検討し

て平成２８年度より自習室

を設置し自主的な学習姿勢

の高揚を図ったが、その成

果を検証し更なる環境の充

実に努めることが必要であ

る。 
図書の充実に向けては、

年度予算に応じて、とくに

専門書の購入と配架に重点

的に取組んだ。 
学園の財務調整課に、事

務系サーバを入れ替える年

度予算を計上し、平成２８

年度に実行したことの成果

をまとめていく。 
 

年度予算 
要求資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 学校施設・設備等については、中期計画をもとに年度予算化し、計画的な

購入と更新を行うことで、教育環境の整備を進展させている。また、定期的

な保守・点検・衛生管理を実施することで、安全・安心な学習環境の提供に

努めている。今後は、学生の意見・要望を反映させ、自習室の確保と図書室

の充実に優先的に取組む。 

＊学園の財務調整課が、各部門からの年度予算要求に基づき、適切な予算配

分を行っており、計画的な施設・設備の整備を実現している。 
 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 井上 由利子 

 



５０ 
 

6-23 （1/1） 

６－２３ 学外実習、インターンシップ等                                                    
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
６－２３－１ 
学外実習、インタ

ーンシップ、海外

研修等の実施体

制を整備してい

るか 

■学外実習等について、意義や教育

課程上の位置づけを明確にしてい

るか 
■学外実習等について、実施要綱・

マニュアルを整備し、適切に運用し

ているか 
■関連業界等との連携による企業

研修等を実施しているか 
■学外実習について、成績評価基準

を明確にしているか 
■学外実習等について実習機関の

指導者との連絡・協議の機会を確保

しているか 
■学外実習等の教育効果について

確認しているか 
■学校行事の運営等に学生を積極

的に参画させているか 
■卒業生・保護者・関連業界等、ま

た、学生の就職先に行事の案内をし

ているか 

４ 学外実習、インターンシ

ップ、学外研修などについ

ては、意義ならびに教育課

程上の位置づけを明確にす

るとともに、実施要綱等に

基づき、適切に行われてい

る。 
学外実習の受入れ園との

懇談会を開催し、実習の学

びの実効性を高めるための

意見交換と共通理解を図る

とともに、卒業生に対する

評価を求めている。 
学校行事については、学

生が意義・目的を正しく認

識することに重点を置き、

主体的な参画を促すととも

に、卒業生や保護者にも参

加を呼びかけることで、出

席を得ている。 

 本校の実習懇談会は定例

化しつつあるが、幼稚園実

習懇談会について、出席者

数を増加させる方策を検討

し、養成校と実習受入れ園

の信頼関係と連携体制を強

化していくことが必要であ

る。 
 各学校行事について、学

生と教職員が意義と学習目

標をあらかじめ共有し、学

生の主体的な参画と学びを

実現することが必要であ

る。 

 学生が学びを深め、学修

到達目標を達成していくに

あたり、実習・学外研修等の

学校行事と各授業科目が相

乗効果を発揮できるよう、

カリキュラムマップを手が

かりとして、学生の理解度

と学習意欲を高める。 

実習記録 
 
学外研修 
実施記録 
 
インター 
ンシップ 
実習実施 
記録 

 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 学外実習・インターンシップ実習および学外研修等の学校行事を実施する

にあたり、事前指導・事後指導やオリエンテーションを通して、意義と目標、

本校の教育理念・教育目的・育成人材像からみた位置づけについて明確な説

明を行い、学生の主体的な参画と生きた学びの修得に力を入れている。適切

な役割分担に基づく教職員協働による実施体制を整備することで、実習・学

校行事等の実効性をさらに高める。 

＊教育理念・教育目的・育成人材像を具現化し、豊かな人間性を身につける

教育の機会を提供するために、学外研修を卒業必修単位としている。 
＊職業意識と就業意欲を向上させる機会として、インターンシップ実習を単

位化し、１部生に関しては１単位を卒業必修単位としている。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 井上 由利子 

  



５１ 
 

6-24 （1/2） 

６－２４ 防災・安全管理                                                           
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
６－２４－１ 
防災に対する組

織体制を整備し、

適切に運用して

いるか 

■学校防災に関する計画、消防計画

や災害発生時における具体的行動

のマニュアルを整備しているか 
■施設・建物・設備の耐震化に対応

しているか 
■防災・消防施設・設備の整備及び

保守点検は法令に基づき行い、改善

が必要な場合は適切に対応してい

るか 
■防災（消防）訓練を定期的に実施

し、記録を保存しているか 
■備品の固定等転倒防止など安全

管理を徹底しているか 
■学生、教職員に防災教育・研修を

行っているか 

４ 防災マニュアルを作成

し、地震・災害発生時の対処

方法と教職員の役割につい

て、共通理解を形成すると

ともに、実践力向上に取組

んでおり、危機管理体制の

整備が進展している。 
法令に基づく消防用設備

等点検および防火対象物定

期点検等を実施し、適切な

整備と保守を行っている。 
学生に対しては、防災マ

ニュアル抜粋を配付し、継

続的な防災教育を行うとと

もに、抜き打ち訓練を中心

とした防災訓練を定期的に

実施することで、主体的に

危機管理行動ができる人材

の育成に努めている。 

 学生が主体的な自助・共

助行動力を習得することを

目標としており、学生とと

もに教職員の危機管理行動

を検証し、実践力を高めて

いくことが必要である。 
 例年、実施している上級

救命士講習会を継続化し、

防災教育の一環とする。 

 教職員研修会において、

防災教育をテーマに取り上

げ、防災マニュアルに基づ

く研修を定期的に開催する

ことで、教職員の防災意識

の維持・向上をはかる。 

防災マニ 
ュアル 
 
学生便覧 
 
 

  



５２ 
 

 6-24 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
６－２４－２ 
学内における安

全管理体制を整

備し、適切に運用

しているか 

□学校安全計画を策定しているか 
■学生の生命と学校財産を加害者

から守るための防犯体制を整備し、

適切に運用しているか 
■授業中に発生した事故等に関す

る対応マニュアルを作成し、適切に

運用しているか 

４ 防災マニュアルを発展さ

せた、危機管理マニュアル

が作成されており、学校運

営において想定されるさま

ざまなリスクに対する教職

員の対応策を共有すること

で、学生に安全・安心な教育

環境を提供している。 

 さまざまなリスクに対す

る教職員の危機管理意識の

共有化では、一定の成果を

みせているものの、定期的

な訓練の実施などにより、

危機管理行動の実践力の共

有化に結びつけていくこと

が必要である。 

 発生する確率が高いリス

クから優先順位化し、全教

職員でリスク発生時の対処

行動をシミュレーションす

るとともに、必要に応じ

て、実地訓練を行う。 

SEITOK
U  
VISION
2023 達

成目標 

Ⅳ社会貢

献・連携 

環境配慮 
 
危機管理 
マニュア 
ル 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 防災マニュアルに基づき、教職員による組織的な防災体制を整備するとと

もに、定期的に目標を設定した防災訓練を実施し、学生が主体的な自助・共

助行動力を修得できる防災教育に力を入れている。学校運営において発生が

想定される、さまざまなリスクに対応するために、危機管理マニュアルを作

成し、危機管理体制の構築と危機管理行動の実践力向上に取組んでいる。 

＊防災マニュアルを作成し、教職員による防災体制の強化、学生・教職員の防

災意識の向上、防災訓練の高度化を推進している。 
＊危機管理マニュアルを作成し、学校運営におけるリスクに対する危機管理

体制の構築と危機管理行動力の実践に取組んでいる。 
 

 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 井上 由利子 

 
  



５３ 
 

基準７ 学生の募集と受入れ 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
本校は、学生募集を最重点課題に掲げ、教育理念・教育目的・

育成人材像を明確にしながら、幼児教育者・保育者養成校として

適切な活動を展開している。入学希望者・保護者・高等学校教員

などが求める情報の積極的な提供に努める一方、高校生等の個別

の事情にも配慮した、きめ細かい進路支援を行っている。幼稚園

教諭・保育士をめざす入学希望者の掘り起こしと、他校との明確

な差別化戦略の構築が課題である。 
 教育理念・教育目的・育成人材像に基づき、入学者受入れの方

針（アドミッション・ポリシー）を明確化し、入学希望者等に広

く周知している。入学選考では、面接・面談・作文の評価基準を

定め、公平性と客観性をはかると同時に、全専任教員で合否判定

を行っている。 
入学選考に関するデータを適切に管理するとともに、教職員で

共有し、学生募集戦略の立案や導入教育の改善に取組んでいる

が、いかに成果に結びつけていくかが課題である。 
教育理念・教育目的・育成人材像の実現と、学生の学修成果獲

得に必要な費用を納付金として適切に算定しているが、入学希望

者および学生の負担を鑑み、現在の納付金を維持していくために

も、入学者数確保と経費節減を実現していくことが課題である。 

高校訪問・高校ガイダンス・オープンキャ

ンパスを今後も学生募集活動の大きな柱と

し、成果の検証とデータ分析を強化し、さら

に戦略的に展開する。 
全教職員が学生募集の方針・戦略を共有

し、高校訪問・ガイダンスを担当することで

広報効果を上げていく。 
 オープンキャンパスで本校の魅力、他校

との違いを最大限に伝えることができるよ

う、実施内容の検討を行う。本校の教育理

念・教育目的・人材育成像を前面に出した広

報活動により、他校等と明確な差別化をは

かり、高い意欲と強い意志をもつ入学者の

増加を実現する。 
合否判定における評価基準の見直しを含

め、入学選考が本校の入学者受入れの方針

（アドミッション・ポリシー）を的確に反映

しているか、継続的な検証を行う。 
経済的にきびしい学生が少なくない現状

を鑑み、卒業までに必要な費用をきめ細か

く説明すると同時に、入学者数確保と経費

節減により、納付金等の維持に努める。 

全教職員が、高等学校主催のガイダンス・

体験授業・進路説明会等に組織的に参加す

る一方、高校訪問に精力的に取組んでいる。 
高等学校教員対象学校説明会では、卒業

生による本校の魅力を伝える取り組みを行

っている。また大手進学情報サービス会社

による講演を実施し高校教員の来場数増加

を目指す。 
高い意欲と目標を有する入学希望者に広

く門戸を開き、多種多様な入試制度と選考

方法を採用している。 
入学者受入れの方針（アドミッション・ポ

リシー）の明確化とともに、入学選考の公平

性と客観性を確保する評価基準を定め、全

専任教員による合否判定を行っている。 
入試要項に、必要な納付金等を明確に記

載すると同時に、学生募集行事等において、

入学から卒業までに必要な費用をきめ細か

く説明し、経済的要因による退学者・除籍者

の防止に努めている。 

 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 星野 美穂子 
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7-25 （1/3） 

７－２５ 学生募集活動                                                            
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
７－２５－１ 
高等学校等接続

する教育機関に

対する情報提供

に取組んでいる

か 

■高等学校等における進学説明会

に参加し、教育活動等の情報提供を

行っているか 
■高等学校等の教職員に対する入

学説明会を実施しているか 
■教員または保護者向けの「学校案

内」等を作成しているか 

４ 高等学校主催の進路ガイ

ダンス・体験授業等、養成校

共同開催の保育専門学校フ

ェアなどに教職員が積極的

に参加し、幼児教育者・保育

者養成校の教育活動に関す

る情報を提供している。ま

た今後受験者を見込める特

定の高等学校への定期的な

出前授業を行っている。併

せて中高支援として、希望

のある学校からの中高生に

対し、学校の案内や体験授

業を実施している。 
定期的な高校訪問を展開

し、在校者の近況・就職状況

等の情報を提供している。

また、高等学校教員を対象

とする学校説明会を年 2 回

開催し、本校への理解度を

高めている。 
高校教員向けの学校紹介

の冊子を作成するととも

に、入学希望者・保護者・高

等学校教員・幼児教育およ

び保育関係者の声を聴き、

学校案内作成に反映させて

いる。 

 高等学校に対する情報提

供においては、本校の教育

理念・教育目的・育成人材像

を明確に伝えるとともに、

高等学校からの意見・要望

ならびに助言を聴取し、学

生募集戦略に反映させるこ

とが必要である。 
 １８歳人口の減少、大学

進学志向の顕著化、一連の

保育士の労働環境をめぐる

報道など、きびしい学生募

集環境のなか、本校の役割

と意義に関する訴求力をい

かに高め、他校等との差別

化をはかるかが課題であ

る。 

 高校訪問・高校ガイダン

ス・オープンキャンパスを

今後も学生募集活動の大き

な柱とし、成果の検証とデ

ータ分析を強化すること

で、今後さらに戦略的に展

開する。 
 高等学校教員学校説明会

は、春季には学生の姿を通

して本校の教育への理解度

を高めるために卒業生への

インタビューという形式で

実施する。秋季には保育分

野への進学について、大手

進学情報サービス会社によ

る講演を行い、高校教員の

参加を促す。 
 本校の教育理念・教育目

的・人材育成像を前面に出

した広報活動により、他校

等と明確な差別化に取組

む。高校訪問時には、学校案

内とは別にリーフレットを

作成し、よく質問される内

容をシリーズ化して定期的

に手渡している。 
高校訪問の時期を早期に複

数回実施することで、他校

より早い時期の接触を試

み、学生募集強化を目指す。 
 

学校案内 
 
高等学校 
教員用 
学校紹介 
 
高等学校 
教員対象 
学校説明 
会資料 
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7-25 （2/3） 
小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 

７－２５－２ 
学生募集を適切

かつ効果的に行

っているか 

■入学時期に照らし、適切な時期に

願書の受付を開始しているか 
■専修学校団体が行う自主規制に

即した募集活動を行っているか 
■志願者等からの入学相談に適切

に対応しているか 
■学校案内等において、特徴ある教

育活動、学修成果等について正確

に、分かりやすく紹介しているか 
■広報活動・学生募集活動におい

て、情報管理等のチェック体制を整

備しているか 
■体験入学、オープンキャンパスな

どの実施において、多くの参加機会

の提供や実施内容の工夫など行っ

ているか 
■志望者の状況に応じて多様な試

験・選考方法を取入れているか 

４ 願書受付・入試日程の設

定等において、入学希望者

の高校生活や高等学校の進

路指導方針等に配慮するな

ど、学生募集活動を適切に

行っている。 
入学希望者に対しては、

本校の教育理念・教育目的・

学修成果をていねいに説明

する一方、各自の事情にあ

わせ、きめ細かな個別相談

を行っている。 
インフォクラウドを効果

的に活用し、教職員間での

情報共有に努めている。 
オープンキャンパスは、

学生主体で運営され、幼児

教育者・保育者に向けた学

びへの理解度と意欲を向上

させることに努めている。 
さまざまな入学希望者に

広く入学の門戸を開いてお

り、多様な入試制度を用意

している。 

 幼児園教諭・保育士とい

う職業の意義・役割と魅力

を高校生等に理解させると

同時に、本校の教育理念・

教育方針・育成人材像を明

確に伝えることで、養成校

としての社会的責任を果た

しながら、学生募集活動を

展開することが必要であ

る。 
本校の魅力を最大限に伝え

るため、オープンキャンパ

スの実施内容を再検討す

る。 

 本校では、学生募集活動

の柱となる高校訪問と高校

ガイダンスについて、複数

回の早期訪問を実施する。

また高校ガイダンスでは、

前期に 3 年生を対象とした

ガイダンスに積極的に取り

組み、後期には次年度以降

を見据え 1・2 年生に絞り

込んだ募集活動を展開す

る。研修会や情報交換会を

通して、学生募集の方針・

戦略の共有化をはかること

で、成果の最大化に取組む。 
オープンキャンパスで

は、学校説明の重点ポイン

トの変更、附属幼稚園があ

ることを強みとし幼稚園と

本校の連動企画の実施、本

校が目指す卒業生像を伝え

るために卒業生の声を動画

にて提示する。実施日時や

実施内容を再検討し集客を

目指す。実施内容について

は通常のオープンキャンパ

スに加え、夏季には受験生

対象の説明会、また受験生

向けに入試説明会・入試セ

ミナーを開催する。 
 

学校案内 
 
入試要項 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 本校は、学生募集を最重点課題に掲げて、教育理念・教育目的・育成人材

像を明確にしながら、幼児教育者・保育者養成校として適切な活動を展開し

ている。入学希望者・保護者・高等学校教員等が求める情報を学校案内・Ｗ

ｅｂページ・ガイダンス・募集行事等で積極的に提供しつつ、個別の事情に

も配慮しながら、高校生等の進路支援を行っている。幼稚園教諭・保育士希

望者の拡大と他校等との差別化戦略の構築が課題である。 

＊全教職員が、高等学校主催のガイダンス・体験授業・進路説明会等に積極

的に参加するとともに、高校訪問に精力的に取組んでいる。 
＊高等学校教員対象学校説明会を年に 2 回実施し、本校の特徴を高校教員に

アピールする機会を設けている。 
＊高い意欲と目標をもつ幅広い入学希望者に広く門戸を開き、多種多様な入

試制度と選考方法を採用している。 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 星野 美穂子 
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７－２６ 入学選考                                                             
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
７－２６－１ 
入学選考基準を

明確化し、適切に

運用しているか 

■入学選考基準、方法は、規程等で

明確に定めているか 
■入学選考等は、規程等に基づき適

切に運用しているか 
■入学選考の公平性を確保するた

めの合否判定体制を整備している

か 

４ 本校は、教育理念・教育

目標と育成人材像を実現す

るために、専門士授与の方

針（ディプロマ・ポリシー）

を明確化し、これに基づき、

入学者受入れの方針（アド

ミッション・ポリシー）を

定めている。 
入学選考にあたっては、

面接・面談および作文の評

価基準を作成し、適切に運

用することで、客観性と公

平性の確保に努めている。 
合否判定は、校長が主宰

し、全専任教員が出席する

入試判定会議で行われ、公

平性の確保とともに、全教

員が判定結果に責任を負う

体制を整備している。 

 限られた面接・面談時間

のなかで、入学者受入れの

方針（アドミッション・ポ

リシー）で掲げている、熱

意・適性・資質等を評価し、

本校の教育目標を達成する

可能性を判断することが求

められており、面接・面談

を担当する教員の力量を高

めていくことも必要であ

る。 

 入学者獲得競争激化によ

り、入学選考の余地が狭ま

っている現状もふまえ、面

接・面談および作文の評価

基準の見直しを含め、本校

の入学選考が、入学者受入

れの方針（アドミッション・

ポリシー）を反映して実施

されているか、検証に取組

む。 
 AO 入試の方法を検討

し、早い段階で受験への意

欲を高めるような施策とす

る。 

学校案内 
 
入試要項 
 
入試 
評価基準 
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基準７ 学生の募集と受入れ 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
本校は、学生募集を最重点課題に掲げ、教育理念・教育目的・

育成人材像を明確にしながら、幼児教育者・保育者養成校として

適切な活動を展開している。入学希望者・保護者・高等学校教員

などが求める情報の積極的な提供に努める一方、高校生等の個別

の事情にも配慮した、きめ細かい進路支援を行っている。幼稚園

教諭・保育士をめざす入学希望者の掘り起こしと、他校との明確

な差別化戦略の構築が課題である。 
 教育理念・教育目的・育成人材像に基づき、入学者受入れの方

針（アドミッション・ポリシー）を明確化し、入学希望者等に広

く周知している。入学選考では、面接・面談・作文の評価基準を

定め、公平性と客観性をはかると同時に、全専任教員で合否判定

を行っている。 
入学選考に関するデータを適切に管理するとともに、教職員で

共有し、学生募集戦略の立案や導入教育の改善に取組んでいる

が、いかに成果に結びつけていくかが課題である。 
教育理念・教育目的・育成人材像の実現と、学生の学修成果獲

得に必要な費用を納付金として適切に算定しているが、入学希望

者および学生の負担を鑑み、現在の納付金を維持していくために

も、入学者数確保と経費節減を実現していくことが課題である。 

高校訪問・高校ガイダンス・オープンキャ

ンパスを今後も学生募集活動の大きな柱と

し、成果の検証とデータ分析を強化し、さら

に戦略的に展開する。 
全教職員が学生募集の方針・戦略を共有

し、高校訪問・ガイダンスを担当することで

広報効果を上げていく。 
 オープンキャンパスで本校の魅力、他校

との違いを最大限に伝えることができるよ

う、実施内容の検討を行う。本校の教育理

念・教育目的・人材育成像を前面に出した広

報活動により、他校等と明確な差別化をは

かり、高い意欲と強い意志をもつ入学者の

増加を実現する。 
合否判定における評価基準の見直しを含

め、入学選考が本校の入学者受入れの方針

（アドミッション・ポリシー）を的確に反映

しているか、継続的な検証を行う。 
経済的にきびしい学生が少なくない現状

を鑑み、卒業までに必要な費用をきめ細か

く説明すると同時に、入学者数確保と経費

節減により、納付金等の維持に努める。 

全教職員が、高等学校主催のガイダンス・

体験授業・進路説明会等に組織的に参加し、

また高校訪問にも精力的に取組んでいる。 
春季高等学校教員対象学校説明会では、

保育者の雇用環境についての望ましくない

イメージを払拭するため、補助金制度やキ

ャリアパスに関する情報を開示し本校の取

り組みを説明している。また秋季高等学校

教員対象入試説明会を最重点高校訪問に切

り替え、合格決定者の高等学校へ出向き本

校での学びの内容を丁寧に伝え、高等学校

教員と本校の信頼関係の構築を目指す。 
高い意欲と目標を有する入学希望者に広

く門戸を開き、多種多様な入試制度と選考

方法を採用している。 
入学者受入れの方針（アドミッション・ポ

リシー）の明確化とともに、入学選考の公平

性と客観性を確保する評価基準を定め、全

専任教員による合否判定を行っている。 
入試要項に、必要な納付金等を明確に記

載すると同時に、学生募集行事等において、

入学から卒業までに必要な費用をきめ細か

く説明し、経済的要因による退学者・除籍者

の防止に努めている。 

 
 

最終更新日付 令和 ２年 ５月 31 日 記載責任者 星野 美穂子 
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７－２５ 学生募集活動                                                            
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
７－２５－１ 
高等学校等接続

する教育機関に

対する情報提供

に取組んでいる

か 

■高等学校等における進学説明会

に参加し、教育活動等の情報提供を

行っているか 
■高等学校等の教職員に対する入

学説明会を実施しているか 
■教員または保護者向けの「学校案

内」等を作成しているか 

４ 高等学校主催の進路ガイ

ダンス・体験授業等、養成校

共同開催の保育専門学校フ

ェアなどに教職員が積極的

に参加し、幼児教育者・保育

者養成校の教育活動に関す

る情報を提供している。ま

た今後受験者を見込める特

定の高等学校への定期的な

出前授業を行っている。併

せて中高支援として、希望

のある学校からの中高生に

対し、学校の案内や体験授

業を実施している。 
定期的な高校訪問を展開

し、在校者の近況・就職状況

等の情報を提供している。

入学決定者の高等学校につ

いては特別高校訪問強化日

を設け、新入生対象の入学

前学習や今後の学びについ

て詳細に伝えている。また、

高等学校教員を対象とする

学校説明会を開催し、本校

への理解度を高めている。 
高校教員向けの学校紹介

の冊子を作成するととも

に、入学希望者・保護者・高

等学校教員・幼児教育およ

び保育関係者の声を聴き、

学校案内作成に反映させて

いる。 

 高等学校に対する情報提

供においては、本校の教育

理念・教育目的・育成人材像

を明確に伝えるとともに、

高等学校からの意見・要望

ならびに助言を聴取し、学

生募集戦略に反映させるこ

とが必要である。 
 １８歳人口の減少、大学

進学志向の顕著化、一連の

保育士の労働環境をめぐる

報道など、きびしい学生募

集環境のなか、本校の役割

と意義に関する訴求力をい

かに高め、他校等との差別

化を図るが課題である。 

 高校訪問・高校ガイダン

ス・オープンキャンパスを

今後も学生募集活動の大き

な柱とし、成果の検証とデ

ータ分析を強化すること

で、今後さらに戦略的に展

開する。 
 高等学校教員学校説明

会では、春季企画として、保

育者の雇用環境についての

望ましくないイメージを払

拭するため、補助金制度や

キャリアパスに関する情報

を開示し本校の取り組みを

説明している。また秋季に

は、この活動を最重点高校

訪問に切り替え、合格決定

者の高等学校へ出向き本校

での学びの内容を丁寧に伝

え、高等学校教員と本校の

信頼関係の構築を目指す。 
 本校の教育理念・教育目

的・人材育成像を前面に出

した広報活動により、他校

等と明確な差別化に取組

む。高校訪問時には、学校案

内とは別にリーフレットを

作成し、よく質問される内

容をシリーズ化して定期的

に手渡している。 
高校訪問の時期を早期に複

数回実施することで、他校

学校案内 
 
高等学校 
教員用 
学校紹介 
 
高等学校 
教員対象 
学校説明 
会資料 
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より早い時期の接触を試

み、学生募集強化を目指す。 
 

 
7-25 （2/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
７－２５－２ 
学生募集を適切

かつ効果的に行

っているか 

■入学時期に照らし、適切な時期に

願書の受付を開始しているか 
■専修学校団体が行う自主規制に

即した募集活動を行っているか 
■志願者等からの入学相談に適切

に対応しているか 
■学校案内等において、特徴ある教

育活動、学修成果等について正確

に、分かりやすく紹介しているか 
■広報活動・学生募集活動におい

て、情報管理等のチェック体制を整

備しているか 
■体験入学、オープンキャンパスな

どの実施において、多くの参加機会

の提供や実施内容の工夫など行っ

ているか 
■志望者の状況に応じて多様な試

験・選考方法を取入れているか 

４ 願書受付・入試日程の設

定等において、入学希望者

の高校生活や高等学校の進

路指導方針等に配慮するな

ど、学生募集活動を適切に

行っている。 
入学希望者に対しては、

本校の教育理念・教育目的・

学修成果を丁寧に説明する

一方、各自の事情にあわせ、

きめ細かな個別相談を行っ

ている。 
インフォクラウドを効果

的に活用し、教職員間での

情報共有に努めている。 
オープンキャンパスは、

学生主体で運営され、幼児

教育者・保育者に向けた学

びへの理解度と意欲を向上

させることに努めている。 
さまざまな入学希望者に

広く入学の門戸を開いてお

り、多様な入試制度を用意

している。 

 幼児園教諭・保育士とい

う職業の意義・役割と魅力

を高校生等に理解させると

同時に、本校の教育理念・

教育方針・育成人材像を明

確に伝えることで、養成校

としての社会的責任を果た

しながら、学生募集活動を

展開することが必要であ

る。 
本校の魅力を最大限に伝え

るため、オープンキャンパ

スの実施内容を再検討す

る。 

 本校では、学生募集活動

の柱となる高校訪問と高校

ガイダンスについて、複数

回の早期訪問を実施する。

また高校ガイダンスでは、

前期に 3 年生を対象とした

ガイダンスに積極的に取り

組み、後期には次年度以降

を見据え 1・2 年生に絞り

込んだ募集活動を展開す

る。さらに、中高支援とし

て体験授業や附属幼稚園と

のコラボレーション企画を

実施し、より低学年時から

保育の魅力を感じられるよ

うな取り組みを通年で実施

している。研修会や情報交

換会を通して、学生募集の

方針・戦略の共有化をはか

ることで、成果の最大化に

取組む。 
オープンキャンパスで

は、学校説明の重点ポイン

トの変更、附属幼稚園があ

学校案内 
 
入試要項 
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ることを強みとし幼稚園と

本校の連動企画の実施、本

校が目指す卒業生像を伝え

るために卒業生の声を動画

にて提示する。実施日時や

実施内容を再検討し集客を

目指す。実施内容について

は通常のオープンキャンパ

スに加え、夏季には受験生

対象の説明会、また受験生

向けに入試説明会・入試セ

ミナーを開催する。 
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7-25 （3/3） 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 本校は、学生募集を最重点課題に掲げて、教育理念・教育目的・育成人材

像を明確にしながら、幼児教育者・保育者養成校として適切な活動を展開し

ている。入学希望者・保護者・高等学校教員等が求める情報を学校案内・Ｗ

ｅｂページ・ガイダンス・募集行事等で積極的に提供しつつ、個別の事情に

も配慮しながら、高校生等の進路支援を行っている。幼稚園教諭・保育士希

望者の拡大と他校等との差別化戦略の構築が課題である。 

＊全教職員が、高等学校主催のガイダンス・体験授業・進路説明会等に積極

的に参加するとともに、高校訪問に精力的に取組んでいる。 
＊高等学校教員対象学校説明会と最重点高校訪問として合格決定者の高等学

校への訪問を実施し、本校の特徴を高校教員にアピールする機会を設けて

いる。 
＊高い意欲と目標をもつ幅広い入学希望者に広く門戸を開き、多種多様な入

試制度と選考方法を採用している。 
＊授業や行事の公開を通して本校の魅力を伝えるため、Ｗｅｂページの充実

に取り組んでいる。 
 

最終更新日付 令和２年 5 月 31 日 記載責任者 星野 美穂子 
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７－２６ 入学選考                                                             
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
７－２６－１ 
入学選考基準を

明確化し、適切に

運用しているか 

■入学選考基準、方法は、規程等で

明確に定めているか 
■入学選考等は、規程等に基づき適

切に運用しているか 
■入学選考の公平性を確保するた

めの合否判定体制を整備している

か 

４ 本校は、教育理念・教育

目標と育成人材像を実現す

るために、専門士授与の方

針（ディプロマ・ポリシー）

を明確化し、これに基づき、

入学者受入れの方針（アド

ミッション・ポリシー）を

定めている。 
入学選考にあたっては、

面接・面談および作文の評

価基準を作成し、適切に運

用することで、客観性と公

平性の確保に努めている。 
合否判定は、校長が主宰

し、全専任教員が出席する

入試判定会議で行われ、公

平性の確保とともに、全教

員が判定結果に責任を負う

体制を整備している。 

 限られた面接・面談時間

のなかで、入学者受入れの

方針（アドミッション・ポ

リシー）で掲げている、熱

意・適性・資質等を評価し、

本校の教育目標を達成する

可能性を判断することが求

められており、面接・面談

を担当する教員の力量を高

めていくことも必要であ

る。 

 入学者獲得競争激化によ

り、入学選考の余地が狭ま

っている現状もふまえ、面

接・面談および作文の評価

基準の見直しを含め、本校

の入学選考が、入学者受入

れの方針（アドミッション・

ポリシー）を反映して実施

されているか、検証に取組

む。 
 AO 入試の方法を検討

し、早い段階で受験への意

欲を高めるような施策とす

る。 

学校案内 
 
入試要項 
 
入試 
評価基準 
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7-26 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
７－２６－２ 
入学選考に関す

る実績を把握し、

授業改善等に活

用しているか 

■学科毎の合格率・辞退率などの現

況を示すデータを蓄積し、適切に管

理しているか 
■学科毎の入学者の傾向について

把握し、授業方法の検討など適切に

対応しているか 
■学科別応募者数・入学者数の予測

数値を算出しているか 
■財務等の計画数値と応募者数の

予測値等との整合性を図っている

か 

４ 入学選考実績データを適

切に管理するとともに、教

職員で情報を共有し、目標

設定・傾向分析等に活用し

ている。 
出願者数・入学者数の予

測を適宜行い、予算編成と

の整合性をはかっている。 
出願者の入学前の属性に

も着目し、高校新卒・既卒

の割合などから、導入教育

の妥当性について検証を行

っている。 

 出願者数・入学者数の予

測は、近年の入学選考実績・

資料請求件数・オープンキ

ャンパス参加者数などの諸

データの分析により行って

いるが、次年度の学生募集

戦略に反映させることで、

成果に結びつけることが必

要である。 

 学生募集ならびに入学選

考に関するデータ分析か

ら、新しい学生募集戦略の

実行や導入教育の改善へと

進展させることに取組む。 

学生募集 
データ 
 
入試 
総括表 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 本校は、教育理念・教育目的・育成人材像に基づき、入学者受入れの方針

（アドミッション・ポリシー）を明確化している。入学希望者等に広く周知

するとともに、入学試験の面接・面談・作文の評価基準を定め、公平性と客

観性を確保した選考を行っている。入学選考に関する諸データは、教職員で

共有し、新たな学生募集戦略の立案や導入教育の改善に結びつけることに取

組んでいる。 

＊入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）を定めている。 
＊入学選考の公平性と客観性を確保するため、ルーブリックをもとに面接・

面談・作文の評価基準を定めている。 
＊入学試験の合否判定は、全専任教員が出席する判定会議で行っている。 
 

 
最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 星野 美穂子 
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７－２７ 学納金                                                               
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
７－２７－１ 
経費内容に対応

し、学納金を算

定しているか 

■学納金の算定内容、決定の過程を

明確にしているか 
■学納金の水準を把握しているか 
■学納金等徴収する金額はすべて

明示しているか 

４ 納付金等は、経済状況や

入学者の負担等をふまえて

算出し、理事会で適切に決

定している。 
本校は、納付金をはじめ、

入学から卒業までに必要な

費用をすべて明示し、学生

募集行事等で詳細な説明を

行っている。 

 入学希望者の立場に立っ

た提示と説明および個別相

談により、経済的理由に起

因する退学者・除籍者の発

生を未然に防止することが

必要である。 

 経済的にきびしい学生が

少なくないため、卒業まで

に必要な費用をきめ細かく

説明している。この取組を

継続するとともに、入学者

数確保と経費節減を通し

て、納付金等の維持に努め

る。 

入試要項 
 

７－２７－２ 
入学辞退者に対

し、授業料等に

ついて、適正な

取扱を行ってい

るか 

■文部科学省通知の趣旨に基づき、

入学辞退者に対する授業料の返還

の取扱いに対して、募集要項等に明

示し、適切に取扱っているか 

４ 入学辞退者に対する授業

料返還については、入試要

項に明示するとともに、適

切な処理を行っている。 

 受験者の事情をふまえた

募集活動と入試回数の十分

な確保により、入学辞退者

を極力防ぐことが必要であ

る。 

 学生募集活動の目標を単

なる入学者数の増加とはせ

ず、本校の教育を理解し、高

い意欲と強い意志をもつ入

学者数の増加とする。 

入試要項 

 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 本校の教育理念・教育目的・育成人材像を達成するために必要な費用を納

付金として適切に算定しているが、入学者等の負担を考慮し、現在の納付金

を維持するためにも、入学者数確保と経費節減の取組強化が課題である。 

＊入試要項に、必要な納付金等をすべて明確に記載している。 
＊学生募集行事等において、入学から卒業までに必要な費用をきめ細かく説

明することで、経済的要因による退学者・除籍者の防止に努めている。 
 

最終更新日付 令和 2 年 5 月 31 日 記載責任者 星野 美穂子 
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基準８ 財 務 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
学園全体の５年後ビジョン（中期計画）に基づき、財務計画を

策定し、明確な基本目標（消費収支差額比率・帰属収支差額比率・

流動資産に係る関係比率）の達成に向けて取組んでいる。「より

よい教育はよりよい教育環境から」という理念を掲げ、教育環境

の整備と充実をはかる経営方針のもと、財務基盤は安定し、正常

な経営状態を維持している。しかしながら、きびしい学生募集状

況にあり、学生募集戦略の一層の強化による入学者数確保と、教

育環境を維持・向上させながらの経費の削減と圧縮が課題であ

る。 
本校の中期計画・事業計画を基盤としつつ、学園本部との情報

共有と意思疎通をはかり、適切な予算要求と予算編成、支出の必

要性と妥当性を再検証した予算執行に取組んでいる。会計処理

は、複数のチェック体制で適正性を確保している。 
法令ならびに寄附行為に基づく監査を実施し、公認会計士の監

査意見への対応・監査報告書の作成・理事会と評議員会への報告

が適切になされている。経理の適正処理の継続と監査による経営

の健全性の維持が今後も必要である。 
財務公開体制の整備に努め、財産目録・貸借対照表・収支計算

書・財務の概要・監事の監査報告書を広く社会に公開しており、

引き続き積極的な情報公開に取組む。 

 １８歳人口の減少・社会人入学者の激減・

大学進学志向の顕著化・保育士の労働環境

をめぐる一連の報道等のきびしい外的環境

要因をふまえ、学生募集活動の一層の戦略

化による入学者数の確保を実現すること

で、財務基盤の安定化をはかる。 
 入学者数・在籍者数の見通しなど、財務調

整課との定期的な情報共有を継続し、中期

計画・事業計画達成に向けて必要最小限の

予算要求・予算編成・予算執行に努める。 
 質の高い教育研究活動を展開するための

教育環境の維持・向上を最優先しつつ、個々

の経費支出については、必要性・妥当性の検

証と削減を強化する。 
実効性の高い監査の実施と適切な財務公

開を通して、今後も本校の社会的責務を果

たす。 

学園全体の中期計画・財務計画の策定に

より、教育理念を実現しながら財務基盤の

安定をはかっている。 
中期計画・事業計画と整合性のある予算

要求・予算編成・予算執行を行っている。 
会計処理は、学園の予算を掌る財務調整

課と、学園の決算を掌る経理課が二重にチ

ェックするとともに、監事の監査ならびに

独立監査人による外部監査により万全を期

している。 
学園ホームページを通して、財務情報と

事業報告書の公開を行っている。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 
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８－２８ 財務基盤                                                             
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
８－２８－１ 
学校及び法人運

営の中長期的な

財務基盤は安定

しているか 

■応募者数・入学者数及び定員充足

率の推移を把握しているか 
■収入と支出はバランスがとれて

いるか 
■貸借対照表の翌年度繰越収入超

過額がマイナスになっている場合、

それを解消する計画を立てている

か 
■消費収支計算書の当年度消費収

支超過額がマイナスとなっている

場合、その原因を正確に把握してい

るか 
■設備投資が過大になっていない

か 
■負債は返還可能の範囲で妥当な

数値となっているか 

３ 本校を含む学園の全教育

機関が、中期計画である５

年後ビジョンを策定し、理

事会・評議員会の承認を受

けている。 
中期計画に基づき、消費

収支差額比率、帰属収支差

額比率、流動資産に係る関

係比率の３項目を基本目標

とする財務計画を策定し、

取組んでいる。 
経営理念に基づき、人材

確保を含む教育環境の整備

充実をはかることを経営方

針としている。 
安定した教育研究活動の

ための固定資産および流動

資産を有し、債務は教育研

究の遂行にとって過大なも

のではなく、経常的収入も

継続的に確保されている。 

 着実な増加傾向を示して

いた入学者数が、平成２６

年度に減少に転じ、平成２

７年度以降１００名台を割

り込んでいる。入学者数を

回復させることで収容定員

充足率を好転させ、経営基

盤の安定化をはかることが

課題である。 

 １８歳人口の減少・社会

人入学者の激減・大学進学

志向の顕著化・保育士の労

働環境をめぐる一連の報道

など、きびしい環境をふま

え、学生募集活動の一層の

戦略化に取組む。 

 

  



６８ 
 

 8-28 （2/3） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
８－２８－２ 
学校及び法人運

営に係る主要な

財務数値に関す

る財務分析を行

っているか 

■最近３年間の収支状況（消費収支・

資金収支）による財務分析を行って

いるか 
■最近３年間の財産目録・貸借対照

表の数値による財務分析を行ってい

るか 
■最近３年間の設置基準等に定める

負債関係の割合推移データによる償

還計画を策定しているか 
■キャッシュフローの状況を示すデ

ータはあるか 
■教育研究費比率、人件費比率の数

値は適切な数値になっているか 
■コスト管理を適切に行っているか 
■収支の状況について自己評価して

いるか 
■改善が必要な場合において、今後

の財務改善計画を策定しているか 

３ 学園全体の帰属収支差額

は、平成２３年度より収入

超過へと転じ、収支バラン

スを確保している。 
キャッシュフロー上の教

育研究活動収支は、収入超

過を維持しており、日本私

立学校振興・共済事業団の

定量的な経営判断基準に基

づく、経営状態の区分にお

いて、正常な経営状態にあ

る。 
人材確保を含めた教育環

境の整備に力を入れ、全国

平均を上回る教育研究経費

比率を確保するなど、きめ

細かな質の高い教育の実現

に継続的に取組んでいる。 

 教育目標を達成していく

ために、収入増加と支出削

減により一層努め、収入と

支出のバランスを保つこと

が必要である。 

 質の高い教育研究活動の

展開を最優先しつつも、

個々の経費支出の必要性を

検証しながら削減に取組

む。 

 

 

8-28 （3/3） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 学園全体の５年後ビジョン（中期計画）に基づき、財務計画を策定し、明

確な目標達成に向けて取組むことで、財務基盤は安定している。財務分析に

おいても、正常な経営状態を維持している。しかしながら、厳しい学生募集

環境や先行きが不透明な経済状況のなか、学生募集戦略の一層の強化による

入学者数確保と、教育環境の維持・向上をはかりながらの経費の削減・圧縮

が課題である。 

＊学園全体の中期計画・財務計画を策定することで、教育理念を実現しなが

ら財務基盤の安定をはかっている。 
 
 

 

最終更新日付 令和 ２年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



６９ 
 

8-29 （1/2） 

８－２９ 予算・収支計画                                                           
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
８－２９－１ 
教育目標との整

合性を図り、単年

度予算、中期計画

を策定している

か 

■予算編成に際して、教育目標、中

期計画、事業計画等と整合性を図っ

ているか 
■予算の編成過程及び決定過程は

明確になっているか 

４ 予算編成は、各部門の予

算要求に基づき、全体を俯

瞰しながら、学園の財務調

整課がとりまとめと作成を

行い、理事会で審議されて

いる。 
予算編成・決定過程は明

確であり、中期計画・事業計

画に対する有効性と妥当性

は十分に確保されている。 

 予算編成においては、中

期計画および事業計画の達

成に必要であるとともに、

収支バランスの観点に立っ

た予算要求が必要である。 

 入学者数や在籍者数の見

通しなどについて、財務調

整課と情報を共有化しつ

つ、中期計画・事業計画の達

成に向けて必要最小限の予

算要求と編成に今後も努め

る。 

 

８－２９－２ 
予算及び計画に

基づき、適正に執

行管理を行って

いるか 

■予算の執行計画を策定している

か 
■予算と決算に大きな乖離を生じ

ていないか 
■予算超過が見込まれる場合、適切

に補正措置を行っているか 
■予算規程、経理規程を整備してい

るか 
■予算執行にあたってチェック体

制を整備するなど、誤りのない適切

な会計処理を行っているか 

４ 予算は年度計画に基づ

き、状況を確認しながら、適

切に執行されている。 
大きな予算変更が発生し

た場合には、期中に行われ

る理事会・評議員会の決裁

を得て実行する。 
会計処理については、学

園の財務調整課と経理課が

二重チェックを行い、適正

に処理している。 

 各教育機関ならびに各部

門が、予算の執行状況を的

確に把握するとともに、適

正な会計処理を行うことが

必要である。 

 支出の必要性および支出

額の妥当性を必ず検証した

うえで、予算執行にあたっ

ており、今後もこの取組を

継続する。 

経理規程 

 

8-29 （2/2） 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 本校の中期計画・事業計画を基盤とし、学園本部との情報共有と意思疎通を

十分にはかることで、年度予算要求と年度予算編成が適切に行われている。予

算執行は、支出の必要性や金額の妥当性を必ず再検証することで適切に行って

いる。会計処理は、複数のチェック体制により適正性の確保に努めている。 

＊中期計画・事業計画と整合性のある予算要求と予算編成を実施している。 
＊会計処理は、学園の財務調整課（予算担当）と経理課（決算担当）が二重 

 にチェックを行い、万全を期している。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 



７０ 
 

8-30 （1/1） 

８－３０ 監査                                                               
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
８－３０－１ 
私立学校法及び

寄附行為に基づ

き、適切に監査を

実施しているか 

■私立学校法及び寄附行為に基づ

き、適切に監査を実施しているか 
■監査報告書を作成し、理事会等で

報告しているか 
■監事の監査に加えて、監査法人に

よる外部監査を実施しているか 
■監査時における改善意見につい

て記録し、適切に対応しているか 

４ 学園の会計監査は、独立

監査人による会計監査およ

び監事による会計監査を基

本に、学校法人会計基準、

私立学校法等に則り適正な

経理処理が行われているか

検証し、公認会計士の監査

意見へも適切に対応してい

る。 
毎会計年度、監査報告書

を作成して記録化するとと

もに、理事会・評議員会に

提出と報告を行っている。 

 監査の適切な実施によ

り、今後も経理の適正処理

の継続化をはかると同時

に、経営の健全性・安全性

を検証していくことが重要

である。 

 今後も実施回数、実施内

容の両面から、実効性の高

い監査を実施することに取

組む。 

 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 法令および寄附行為に基づく監査が適切に実施されている。公認会計士の監

査意見への対応、監査報告書の作成、理事会・評議員会への報告など、いずれ

も適切に行われている。 

＊監事の監査とともに、独立監査人による外部監査を実施している。 
 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



７１ 
 

8-31 （1/1） 

８－３１ 財務情報の公開                                                          
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
８－３１－１ 
私立学校法に基

づく財務公開体

制を整備し、適切

に運用している

か 

□財務公開規程を整備し、適切に運

用しているか 
■公開が義務づけられている財務

帳票、事業報告書を作成しているか 
■財務公開の実績を記録している

か 
■公開方法についてホームページ

に掲載するなど、積極的な公開に取

組んでいるか 

３ 財務帳票・事業報告書を

適切に作成している。 
財務情報は、学園ホーム

ページを通して、財産目録・

貸借対照表・収支計算書・財

務の概要・監事の監査報告

書を広く公開するととも

に、学園報７月号において

も消費収支計算書を毎年掲

載することで、周知に取組

んでいる。 

 私立学校の公共性と社会

的責務の視点から、今後も

財務公開体制を整備し、適

切に運用していくことが必

要である。 

 今後も適切な財務公開に

努める。 
学園 
ホーム 
ページ 
 
事業 
報告書 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 学園の財務公開体制を整備し、適切な運用を行っている。今後も、私立学校

の公共性を鑑み、社会的責務を果たすための情報公開に積極的に取組んでい

く。 

＊学園ホームページにより、財務情報・事業報告書の公開を実施している。 
 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



７２ 
 

基準９ 法令等の遵守 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
学校教育に関連する各種法令・設置基準等を遵守するととも

に、諸規則・諸規程等を整備し、適正な学校運営を行っている。 
諸規程・マニュアルの整備と定期的な研修・教育により、ハラス

メントの未然防止に努めている。安全かつ安心で、快適な学習環

境を提供していくことは、継続的な課題である。 
個人情報保護に関する諸規程を定め、学校運営における個人

情報の厳格な取り扱いに全教職員で取組んでいる。教職員対象

の研修と学生対象の教育に力を入れ、学校全体で個人情報保護

に関する意識と実践力の向上をはかっている。ＳＮＳが広く浸

透している現代社会においては、学生の意識と知識を高め、問題

発生を未然に防止することが課題である。 
自己点検・評価活動に精力的に取組み、学校報告書および自己

評価報告書を作成している。学校評価委員会で意見・評価・提言

を求め、学校運営の改善に反映させるとともに、自己評価結果と

学校関係者評価結果を広く社会に公表している。 
学生・保護者・入学希望者・幼児教育ならびに保育関係者など

に向け、本校の教育情報の積極的な公開と発信を行っている。教

育理念や教育内容等の情報を広く提供し、本校への理解度と認

知度をさらに高めることが課題である。 

教職員・学生を対象とする、法令遵守に関

する研修会を定期的かつ継続的に開催する

ことで、意識の向上と快適な教育環境の維持

をはかる。 
個人情報保護に関して、学生にソーシャル

メディアガイドラインを示しており、継続的

な教育で正しい実践力を育成する。 
本校の教育理念・教育目的・育成人材像の

達成という観点に立ち、学校運営における

個々の取組を全体レベルから検証する自己

点検・評価活動をさらに推進する。 
学校評価委員会・教育課程編成委員会の意

見を反映しながら、自己点検・評価活動の検

証力・改善実行力の向上、学校報告書の内容

充実化に取組む。 
引き続き、主体的かつ積極的な教育情報の

公開に努め、本校の教育研究活動に対する地

域・社会の理解度と認知度をさらに高める。 

ハラスメント防止に向けた方針を明確化

し、諸規程とマニュアルに基づく啓蒙活動に

積極的に取組んでいる。 
個人情報保護に関する諸規程を整備する

とともに、教職員・学生を対象とする個人情

報保護に関する啓発活動に精力的に取組ん

でいる。 
自己点検・評価活動とＰＤＣＡサイクルの

展開を推進している。 
自己点検・評価結果をとりまとめた、学校

報告書および自己評価報告書を作成すると

ともに、学校評価委員会を組織し、学校関係

者の意見等を改善に反映している。 
情報提供ガイドラインを設定し、学校案

内・本校ホームページ等により、教育情報を

広く社会に発信すると同時に、公式ブログを

適時に更新し、学校生活の最新情報を提供し

ている。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

 

  



７３ 
 

9-32 （1/1） 

９－３２ 関係法令、設置基準等の遵守                                                     
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
９－３２－１ 
法令や専修学校

設置基準等を遵

守し、適正な学

校運営を行って

いるか 

■関係法令及び設置基準等に基づ

き、学校運営を行うとともに、必要

な諸届等適切に行っているか 
■学校運営に必要な規則・規程等を

整備し、適切に運用しているか 
■セクシュアルハラスメント等ハ

ラスメント防止のための方針を明

確化し、防止のための対応マニュア

ルを策定して適切に運用している

か 
■教職員、学生に対し、コンプライ

アンスに関する相談受付窓口を設

置しているか 
■教職員、学生に対し、法令遵守に

関する研修・教育を行っているか 

４ 学校教育に関する各種法

令ならびに設置基準等を遵

守し、必要な諸届を適切に

行っている。 
学校運営に必要な規則・

規程等を整備し、適切に運

用にしている。 
学園全体で諸規程制定と

対応マニュアル策定を行

い、ハラスメント防止に努

めている。 
教職員・学生等を対象と

した、法令遵守意識を高め

る研修・教育を定期的に実

施している。 

 本校では、ハラスメント

事例発生の未然防止が実現

できているが、引き続き、

学生が安全かつ安心して学

ぶことができる教育環境を

提供していくことが必要で

ある。 

 教職員・学生を対象とす

る、法令遵守に関する研修

会を定期的かつ継続的に開

催することで、各自の意識

の向上と、快適な教育環境

の維持に取組む。 

セクシュ 
アル・ハ 
ラスメン 
トの防止 
に関する 
規程 
 
苦情およ 
び相談対 
応規程 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 関係法令・設置基準等を遵守し、必要な規則・規程等を整備することで、

学校運営の適正性を確保している。諸規程・マニュアルの整備・定期的な研

修・教育により、ハラスメント防止と法令遵守に努めている。 

＊ハラスメント防止に向けた方針を明確化し、諸規程とマニュアルに基づく

啓蒙活動に取組んでいる。 
 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



７４ 
 

9-33 （1/1） 

９－３３ 個人情報保護                                                            
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
９－３３－１ 
学校が保有する

個人情報保護に

関する対策を実

施しているか 

■個人情報保護に関する取扱方針・

規程を定め、適切に運用しているか 
■大量の個人データを蓄積した電

磁記録の取扱いに関し、規程を定

め、適切に運用しているか 
■学校が開設したサイトの運用に

あたって、情報漏えい等の防止策を

講じているか 
■学生・教職員に個人情報管理に関

する啓発及び教育を実施している

か 

４ 学園全体で個人情報保護

に関する諸規程を定めてお

り、個人情報の保護と適切

な利用を徹底している。 
個人情報の管理に関して

は、日々の学校運営を通じ

て適切に行うことで、情報

漏えい等の発生を未然に防

止している。 
教職員・学生を対象に、

個人情報管理に関する定期

的・継続的な教育・啓発活

動に取組んでいる。 

 ＳＮＳが日常化している

今日の社会において、教職

員・学生の個人情報保護に

関する意識と知識が必ずし

も十分ではないという現実

を直視し、教育・啓発活動

に定期的かつ継続的に取組

むことが必要である。 

 学生便覧にソーシャルメ

ディアガイドラインを記載

しており、オリエンテーシ

ョン等における継続的な教

育により、意識の向上と正

しい実践力の育成をはか

る。 

個人情報 
保護に 
関する 
諸規程 
 
学生便覧 
 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 個人情報保護に関する諸規程を制定し、学校運営における個人情報の厳格

な取扱いに全教職員で取組んでいる。教職員対象の研修はもとより、学生対

象の教育にも力を入れ、学校全体で個人情報保護に関する意識と実践力の向

上に努めている。 

＊個人情報保護に関する諸規程を整備するとともに、教職員・学生を対象と

する個人情報保護に関する啓発活動に精力的に取組んでいる。 
 
 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

 

  



７５ 
 

9-34 （1/2） 

９－３４ 学校評価                                                              
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
９－３４－１ 
自己評価の実施

体制を整備し、評

価を行っている

か 

■実施に関し、学則及び規程等を整

備し実施しているか 
■実施に係る組織体制を整備し、毎

年度定期的に全学で取組んでいる

か 
■評価結果に基づき、学校改善に取

組んでいるか 

４ ５年後ビジョン（中期計

画）・年度計画（単年度計

画）に基づき、全教職員で

ＰＤＣＡサイクルを展開

し、自己点検・自己活動を

行う体制が構築されてい

る。 
本校の自己評価結果に

対する、学校評価委員会の

意見と提言もふまえ、学校

運営の改善に努めている。 

 自己点検・評価活動にお

いては、適切な検証と確実

な改善実行が大切であり、

本校の中期計画・事業計画

達成に寄与する自己評価

という視点から実効性を

高めることが必要である。 

 本校の教育理念の実現、

教育目的・育成人材像の達

成という観点を重要視す

るとともに、個々の取組を

学校運営全体レベルで考

える自己点検・評価活動を

さらに推進する。 

５年後ビ

ジョン 
 
年度計画 
 
学校 
報告書 
 
自己評価 
報告書 
 
 

９－３４－２ 
自己評価結果を

公表しているか 

■評価結果を報告書に取りまとめ

ているか 
■評価結果をホームページに掲載

するなど広く社会に公表している

か 

４ 自己点検・評価結果につ

いて、毎年度、学校報告書

および自己評価報告書（文

部科学省ガイドライン準

拠）を作成することでとり

まとめており、本校のホー

ムページ等を通じて、結果

を広く社会に公表してい

る。 

 自己点検・評価活動の実

効性を高めていくために、

形式的な評価と公表とな

らないよう、内容の見直し

と充実化をはかることが

必要である。 

 学校評価委員会・教育課

程編成委員会の意見を反

映しながら、自己点検・評

価活動の検証力と改善実

行力を高める。 
 学校報告書は、さらなる

内容の充実化を実現する。 

学校 
報告書 
 
自己評価 
報告書 
 

  



７６ 
 

 8-28 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
９－３４－３ 
学校関係者評価

の実施体制を整

備し評価を行っ

ているか 

■実施に関し、学則及び規程等を整

備し、実施しているか 
■実施に際して組織体制を整備し、

実施しているか 
■設置課程・学科に関連業界等から

委員を適切に選任しているか 
■評価結果に基づく学校改善に取

組んでいるか 

４ 平成２６年度に制定さ

れた学校評価委員会規程

に基づき、平成２７年度に

学校評価委員会を組織し

ている。 
適切な委員選任と委員

会運営により、意見・評価・

提言を学校運営の改善に

反映させている。 

 学校評価委員会の適切な

開催と運営にあたるととも

に、委員会の活発化により、

学校運営改善の取組として

定着させていくことが必要

である。 

 学校評価委員会委員の意

見・提言ならびに評価につ

いて、自己点検・評価委員

会が的確な検証を行い、改

善策の立案・実行へと確実

に結びつける。 

学校評価 
委員会 
規程 
 
 

９－３４－４ 
学校関係者評価

結果を公表して

いるか 

■評価結果を報告書に取りまとめ

ているか 
■評価結果をホームページに掲載

するなど広く社会に公表している

か 

４ 自己評価報告書に基づ

く、学校評価委員会の評価

について、学校評価委員会

報告としてとりまとめ、本

校のホームページに掲載

することで広く社会に公

表している。 

 学校関係者評価は、自己

評価活動の妥当性に対する

客観的な検証の確保であ

り、継続的な実施と結果の

公表が必要である。 

 学校関係者の評価・本校

の改善の成果・今後の課題

を明確化しながら、学校評

価委員会報告を作成し、本

校ホームページにより広く

公表する。 

学校評価 
委員会 
報告 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 自己点検・評価活動に精力的に取組み、学校報告書を作成している。自己評

価報告書とともに、学校評価委員会で意見・評価・提言を求め、学校運営の改

善に反映させている。自己評価結果および学校関係者評価結果を広く社会に公

表している。 

＊自己点検・評価活動と改善に取組んでいる。 
＊自己点検・評価結果をとりまとめた、学校報告書および自己評価報告書を

作成している。 
＊学校評価委員会を組織し、学校関係者の意見等を改善に反映している。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



７７ 
 

9-35 （1/1） 

９－３５ 教育情報の公開                                                           
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
９－３５－１ 
教育情報に関す

る情報公開を積

極的に行ってい

るか 

■学校の概要、教育内容、教職員等

教育情報を積極的に公開している

か 
■学生、保護者、関連業界等広く社

会に公開するための方法で公開し

ているか 

４  本校は、教育理念・教育

目的・育成人材像・教育研

究活動等の取組等につい

て、設定した情報提供ガイ

ドラインに基づき積極的に

公開している。 
学校案内・本校ホームペ

ージ等とともに、ＳＮＳ・

公式ブログも活用しなが

ら、学生・保護者・入学希望

者はもとより、幼児教育・

保育関係者をはじめとする

地域・社会に広く情報を提

供している。 

 本校の教育理念・教育目

的・育成人材像、教育研究

活動の取組について、幼児

教育・保育関係者等の理解

を深めることは、幼児教育・

保育現場や地域社会との連

携を強化していくためにも

必要である。 

 今後も主体的かつ積極的

に教育情報を公開すること

に努め、本校の教育研究活

動に対する地域・社会の理

解度と認知度の向上をはか

る。 

学校案内 
 
本校 
ホーム 
ページ 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 学生・保護者・入学希望者・幼児教育ならびに保育関係者などに向け、本校

の教育情報の積極的な公開と発信を行っている。教育理念・教育内容等の情報

を広く提供することにより、本校への理解度と認知度をさらに高める。 

＊情報提供ガイドラインを設定し、学校案内・本校ホームページ等により、

教育情報を広く社会に発信している。 
＊公式ブログの適時更新により、学校生活の最新情報を提供している。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 川並  順 

  



７８ 
 

 

基準１０ 社会貢献・地域貢献 
 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
高等学校が主催する体験授業・ガイダンス・説明会などの進路

研究行事に教員を精力的に派遣する一方、職業研究を目的とす

る小学生・中学生・高校生の学校訪問を積極的に受入れている。

幼児教育者・保育者という職業およびその仕事内容に対する正

しい知識の普及と、就業意欲が高まるような職業教育を通した

社会貢献活動に力を入れている。幼児教育者・保育者の絶対数が

不足している今日、幼児教育者・保育者の仕事の意義と魅力を広

めていくことは、養成校の課題でもある。 
SEITOKU  VISION 2023 達成目標 Ⅳ社会貢献・連携 環

境配慮に基づき、学生に対する定期的かつ継続的な環境教育に

取組み、主体的な環境負荷削減活動が実践できる人材の育成に

力を入れている。実践力のある幼児教育者・保育者の養成、自立

できる女性として活躍する人材の育成に向け、環境問題をはじ

めとする重要な社会問題に対する学生の関心を高めていくこと

が大切である。 
幼児教育者・保育者をめざす学生が、生きた学びを体験する機

会として、ボランティア活動を奨励している。その成果をインタ

ーンシップ実習の単位として認定することで、活動支援を行っ

ている。ボランティア活動を通じて、学生の主体性、職業意識・

就業意欲、学修成果の向上を図ることが必要である。 

幼稚園教諭・保育士不足が慢性化している

現状と、子どもたちに質の高い教育・保育が

提供できる人材を輩出する養成校の使命の

両面から鑑みて、未来の幼児教育・保育を担

う人材を発掘すべく、正しい職業理解と仕事

の魅力を積極的に広めていくことで、社会貢

献を果たす。 
留学生の受入れを含め、国際交流につい

て、幼児教育・保育現場や養成校の動向と最

新情報の把握に努める。 
ボランティアの実績・成果を単位として認

定する制度は、学生にとって有意義なもので

あり、学生の主体性と積極性に重点を置きな

がら学修成果を高める。 

高等学校主催の進路研究行事に精力的に

教員を派遣する一方、小学生・中学生・高校

生の職業研究を目的とした学校訪問を積極

的に受入れるなど、社会貢献活動に力を入れ

ている。 
SEITOKU  VISION  2023 達成目標 

Ⅳ社会貢献・連携 環境配慮に基づき、学生

の環境教育を計画的・継続的に展開してい

る。 
一定要件を充たしたボランティア活動を

インターンシップ実習の単位として３単位

まで認定するとともに、第１部学生は１単位

を卒業必修としている。 
 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 井上 由利子 

  



７９ 
 

10-36 （1/2） 

１０－３６ 社会貢献・地域貢献                                                        
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
１０－３６－１ 
学校の教育資源

を活用した社会

貢献・地域貢献を

行っているか 

□産・学・行政・地域等との連携に

関する方針・規程等を整備している

か 
□企業や行政と連携した教育プロ

グラムの開発、共同研究の実績はあ

るか 
□国の機関からの委託研究及び雇

用促進事業について積極的に受託

しているか 
■学校施設・設備等を地域・関連業

界等・卒業生等に開放しているか 
■高等学校等が行うキャリア教育

等の授業実施に教員等を派遣する

など積極的に協力・支援しているか 
■学校の実習施設等を活用し、高等

学校の職業教育等の授業実施に協

力・支援しているか 
□地域の受講者等を対象とした「生

涯学習講座」を開講しているか 
 
 
 
 
 
 
■環境問題など重要な社会問題の

解決に貢献するための活動を行っ

ているか 
■学生・教職員に対し、重要な社会

問題に対する問題意識の醸成のた

めの教育、研修に取組んでいるか 

３ 学校施設・設備に関して、

授業および学校行事に影響

を及ぼさない場合には、卒

業生や地域等への開放を行

っている。 
高等学校主催の体験授

業・ガイダンス等に精力的

に教員を派遣するととも

に、職業研究を目的とする

小学生・中学生・高校生の

本校訪問を積極的に受入れ

ることで、職業教育におけ

る幼児教育者・保育者養成

校の社会的責務を果たして

いる。 
SEITOKU  VISION 2023
達成目標 Ⅳ社会貢献・連

携 環境配慮に基づき、定

期的かつ継続的な環境教育

を実施し、主体的な環境負

荷削減活動が実践できる人

材の育成に努めている。 
 
 さまざまな社会問題に対

する知識と技術を修得する

ために、教員が外部研修に

計画的に参加し、その成果

を教職員で共有することに

取組んでいる。 

 幼児教育者・保育者養成

校として、また、高等教育

機関として、本校が取組む

べき社会貢献・地域貢献の

あり方については、継続的

な検討が必要である。 
 港区教育委員会、聖徳大

学・聖徳学園短期大学部及

び聖徳大学幼児教育との連

携協力に関する協定書を取

り交わした。この協定書に

基づき、連携内容の実行を

図ることが課題である。 

 幼稚園教諭・保育士不足

が慢性化している現状と、

子どもたちに質の高い教

育・保育が提供できる人材

を育てる養成校の社会的使

命の両面から鑑みて、未来

の幼児教育・保育を担う人

材の発掘をめざし、正しい

職業理解と仕事の魅力を広

めていくことにも努める。 

ガイダン 
ス等 
出席記録 
 
中高支援 
実施記録 
 
学園環境 
行動方針 
 
SEITOK
U  
VISION
2023 達

成 目 標 

Ⅳ社会貢

献・連携 

環境配慮 

  



８０ 
 

10-36 （2/2） 

項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
１０－３６－２ 
国際交流に取組

んでいるか 

□海外の教育機関との国際交流の

推進に関する方針を定めているか 
□海外の教育機関と教職員の人事

交流・共同研究等を行っているか 
□海外の教育機関と留学生の受入

れ、派遣、研修の実施など交流を行

っているか 
□留学生の受入れのため、学修成

果、教育目標を明確化し、体系的な

教育課程の編成に取組んでいるか 
□海外教育機関との人事交流、研修

の実施など、国際水準の教育力の確

保に向け取組んでいるか 
□留学生の受入れを促進するため

に学校が行う教育課程、教育内容・

方法等について国内外に積極的に

情報発信を行っているか 

２ 留学生の受入れを含め

て、本校は、国際交流に関す

る実績が現状ではない。 

 幼児教育・保育現場の現

状、留学生のニーズ、養成校

の教育環境等を考えると、

積極的に留学生を受入られ

る状況ではないが、社会の

変化や要請を注視し続ける

ことは必要である。 

 幼児教育・保育現場や養

成校の動向および留学生に

関する最新情報の把握に努

める。 

 

 
 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 
 高等学校主催の進路研究行事に教員を派遣するとともに、小学生から高校

生までの職業研究を目的とする学校訪問を受け入れるなど、幼児教育・保育

の仕事に対する正しい知識の普及と、就業意欲を高める職業教育を通した社

会貢献活動に力を入れている。学生に対する環境教育に定期的かつ継続的に

取組み、主体的な環境負荷削減活動が実践できる人材の育成に努めている。 

＊高等学校主催の進路研究行事に、精力的に教員を派遣している。 
＊小学生・中学生・高校生の職業研究を通した社会貢献活動を展開している。 
＊ＩSEITOKU  VISION2023 達成目標 Ⅳ社会貢献・連携 環境配慮に基

づき、学生の環境教育を計画的・継続的に行っている。 

 
最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 井上 由利子 

  



８１ 
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１０－３７ ボランティア活動                                                         
 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課  題 今後の改善方策 参照資料 
１０－３７－１ 
学生のボランテ

ィア活動を奨励

し、具体的な活動

支援を行ってい

るか 

■ボランティア活動など社会活動

について、学校として積極的に奨励

しているか 
■活動の窓口の設置など、組織的な

支援体制を整備しているか 
■ボランティアの活動実績を把握

しているか 
■ボランティアの活動実績を評価

しているか 
■ボランティアの活動結果を学内

で共有しているか 

４  本校は、幼児教育者・保

育者を目指す学生の生きた

学びの機会として、ボラン

ティア活動を奨励するとと

もに、インターンシップ実

習として単位化（第１部学

生は卒業必修）し、報告会

を実施して学生自身の就業

意欲の向上を図るととも

に、活動実績の把握と評価

を行っている。 

 ボランティア先の選択を

含めて、学生が主体的に活

動しているが、職業意識と

就業意欲の向上につながっ

ているか、成果を検証する

ことが必要である。 

 ボランティアの実績・成

果を単位として認定するこ

とは、学生にとって有意義

な制度であり、主体的かつ

積極的な活動を奨励しなが

ら、学修成果を高める。 

インター 
ンシップ 
実習 
実施記録 

 
中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

 幼児教育者・保育者を目指す学生が生きた学びを体験できる機会として、

ボランティア活動を奨励し、その成果を単位として認定することで、活動支

援を行っている。ボランティア活動を通して、職業意識と就業意欲の向上を

はかると同時に、学生の学修成果向上に結びつけることにも取組んでいる。 

＊一定要件を充たしたボランティア活動をインターンシップ実習の単位とし

て３単位まで認定するとともに、第１部学生は１単位を卒業必修としてい

る。 
 
 

最終更新日付 令和 ２ 年 ５月３１日 記載責任者 井上 由利子 

 
 


